






三菱電機技報・Vol.95・No.5・2021

巻頭言

4（288）

人類が安定してこの地球で暮らし続けるためには，貧困，
紛争，気候変動，感染症等，解決していかなければならな
い多くの社会課題があります。国連は，これらの課題を解
決していくため，“持続可能な開発のための2030アジェンダ”
を採択し，15年間でこれらの課題を達成するため17の持続
可能な開発目標（SDGs）を示しました。三菱電機は，当社が
最も貢献できる三つの目標“7．エネルギーをみんなに そして
クリーンに”“11．住み続けられるまちづくりを”“13．気候変動
に具体的な対策を”を対象に，製品・システム・サービス
を組み合わせたソリューションの提供に取り組み，これら
三つの目標に対して価値創出を追求するとともに，17の目
標に対しては，全ての企業活動を通じて貢献していきます。
日本政府は，2020年11月に開催された主要20か国・地

域首脳会議（G20サミット）で2050年までに温暖化ガス排出
量を実質ゼロにするという目標（2050年カーボンニュート
ラル）を“国際公約”として決意表明し，12月に“グリーン
成長戦略”として14の重点分野ごとに課題と対応策を示し
た工程表をまとめました。
2021年２月１日に100周年を迎えた当社は，“多様化する

社会課題の解決に向けて100年培ってきた経営基盤の強化
に加えて事業モデルの変革によって，ライフ，インダスト
リー，インフラ，モビリティの四つの領域で，グループ内
外の力を結集した統合ソリューションを提供する。”という
経営戦略を掲げています。国が示した“グリーン成長戦略”
と当社が掲げる経営戦略の“四つの領域”で取り組む社会課

題，環境問題，資源・エネルギー問題などは，多くで重
なっており，製品・システム・サービスを組み合わせたソ
リューションの提供を始めとする価値創出をより一層推進
することによって，カーボンニュートラルの達成にも貢献
します。
生産システム本部の機能は，大正13年（1924年）にウェ
スチングハウス社との技術提携に合わせて神戸製作所内に
設置された本店技術課に始まります。基準総覧の編集，図
面方式の整備，設計要覧の作成等を行っていました。その
後，生産技術部が新設され，技術を横通しする技術研究会
（現在，技術委員会）の運営，社外技術の導入等，生産技術
に関する幅広い活動を行ってきました。昭和39年（1964年）
に技術本部が発足し，時代の趨勢（すうせい）に対応して部
門の統廃合が行われ，平成５年（1993年）に生産システム
本部が設立され，現在の組織に至っています。
その流れを汲（く）んで生産システム本部は，当社の製品，

システム，サービスなどの設計・生産に関わるサプライ
チェーンマネジメント（SCM）／エンジニアリングチェー
ンマネジメント（ECM）の全領域にわたって，効率や生産
性の向上のために設計・生産技術開発を推進するとともに，
製品の性能や機能を向上させるコア技術開発も担っています。
また，当社が生産する製品，システム，サービスに対して，
最高の品質を提供できるように品質管理システムの整備と
人材育成も推進しています。さらに，低炭素社会や循環型
社会の形成に貢献するために長期環境経営ビジョンとし

Executive Officer, Group President, Corporate Total Productivity Management & Environmental Programs Group
常務執行役 生産システム本部長

持続可能な社会の実現に向けた設計・生産技術
Design and Manufacturing Technology toward Realization of Sustainable 
Societies

Shozui Takeno竹野祥瑞



三菱電機技報・Vol.95・No.5・2021 5（289）

て“環境ビジョン2050”を策定し，当社の環境改善活動を
牽引（けんいん）しています。その活動は，ESG（Environ-
ment，Social，Governance）投資を行う機関投資家が注
目する英国の非政府組織であるCDP（Carbon Disclosure 
Project）（注1）から“気候変動”“ウォーター”の二つの分野で
2020年のAリスト企業として，高い評価を受けています。
この特集では，SCM／ECM全領域にわたり，生産性を
高める改善活動として，JIT（Just In Time）改善活動，ロジ
スティクス改善活動，原価企画の強化に向けたVE（Value 
Engineering）・標準化活動やソフトウェア生産性改善活
動について事例を含めて紹介します。“生産技術を活用し
た各種プロセス改善”としてDX（Digital Transformation）
を推進する技術である各種センサを活用した自動化技術，
生産現場に適用可能なAI技術，輸送効率の改善に向けた
ITツール，工場のリモート管理技術，AR（Augmented 
Reality）／VR（Virtual Reality）技術を活用した保守サー
ビス改善システム等の開発とそれらの活用事例を紹介し
ます。“製品の高効率化を実現する設計技術の進化”とし
て，空調冷熱製品の開発に3Dシミュレーションや，制御
ソフトウェアのパラメータ調整に強化学習を導入すること
で，小型・軽量化による省資源や製品の高効率化の実現に
加えて，効率の良い設計プロセスを実現した事例を紹介し
ます。“パワーモジュールの性能向上を支えるパッケージ

技術”として，基板にシリコン（Si）やシリコンカーバイド
（SiC）を用いた半導体素子を搭載したパワーモジュールの
性能や信頼性の向上を最大限に引き出す素子の接合，配線，
絶縁封止などのパッケージ技術の開発事例を紹介します。
“当社の設計品質作り込み活動”として，当社が掲げる“社
会と顧客の満足が得られる製品・サービスを最高の品質で
提供する”の実現に向けて，全社で推進する設計品質向上
活動，品質不具合の再発防止のためのデータベース“失敗
GAKU知恵Q増”の取組みを紹介します。最後に，“当社グ
ループの製品環境配慮設計の取組み”として，“環境ビジョ
ン2021”で進めてきた環境への取組みを紹介するとともに，
ファクタX及びライフサイクル思考を実現する評価手法を
用いた環境配慮設計の進め方を紹介します。
生産システム本部は，これからも当社の製品，システム，

サービスなどの効率や生産性の向上など設計・生産に関わ
る技術開発，品質の設計段階からの作り込みを推進すると
ともに，CO2削減，生物多様性の維持向上等を進める環境
改善活動も着実に牽引していきます。この活動によって，
経営戦略で掲げる“四つの領域”での社会課題の解決に貢献
するとともに，持続可能な社会の実現に向けても貢献して
いきます。
（注１） 企業や都市の環境への取組みを調査・評価・開示する国際

NGO（非政府団体）。
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持続可能な社会の実現と安心・安全・快適性を両立するものづくり力の強化
持続可能で安心・安全・快適な社会を実現するためには，商談から保守サービスまでのSCMプロセスと，マーケティング・製品企画から生産
までのECMプロセスの全領域での改善，品質第一の精神を前提とし，環境に配慮した開発を国内だけでなく海外へも展開し，継続的に改善して
いくことが重要である。

VE：Value Engineering

昨今の急激な社会環境の変化による社会課題の多様化に
対して，三菱電機は持続可能な社会と安心・安全・快適性
の両立の実現に向けたものづくり力の強化に取り組んでいる。
当社の生産システム本部は，品質第一の精神を前提とし

て，商談・受注，調達，生産，出荷，販売・据付け・保
守サービスのSCM（Supply Chain Management）全領域
における当社グループ全体でのトータルL/T（リードタイ
ム）短縮を意識した改善，マーケティング・製品企画，開
発設計，試作評価，生産準備，生産のECM（Engineering 
Chain Management）全領域での最適ものづくりを追求し
た改善を推進している。さらに市場・環境からのフィード
バックによって，市場変化に俊敏に追従できるものづくり
のあるべき姿に向けた継続的な改善を推進している。

2002年から行っているJIT（Just In Time）改善，調達－
生産－保管－販売に至るまでの物流やプロセス管理でのロ
ジスティクス改善，製品の開発・競争力の強化や企業体質
の強化につながるVE・標準化，ソフトウェアの高品質化
と生産効率化を目的としたソフトウェア生産改善などの全
社SCM／ECM改善活動に取り組んでいる。
今後は，業務効率・生産性の向上を目的とした社内業務

DX（Digital Transformation）化，生産現場のIoT（Internet 
of Things）化を推進し，これまでの設計資産やノウハウ
を体系化／標準化して情報共有できる仕組み，各製作所／
拠点が自律的に製品開発に活用できる改善効果の見える化
ツール等を提供し，継続的な改善と経営基盤の強化を図っ
ていく。

“品質第一”の精神を前提とした改善風土醸成

品質保証
環境配慮

廃棄・リサイクル

SCM改善によるトータルリードタイム短縮
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市場・環境からの
フィードバック
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ECM改善による
最適ものづくり

市場・環境からの
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棚残改善

製造指示伝達同期化

出荷同期化
リアルタイム管理

IoT化

情報
ECM系

情報
SCM系

製品改善VE
次期開発機種に
つなげる

原価企画・VE

製品企画VE

製品開発VE

マーケティング・
製品企画

ECMプロセス

開発設計

試作評価

改善

生産準備

商談・
受注

SCM
プロセス

調達
（素材・
部品）

生産（部品加工，
サブ・総組立て，
検査）

出荷 販売・据付け・
保守サービス

連携

持続可能な社会の実現と安心・安全・
快適性を両立させるものづくり力の強化
Strengthening Production Engineering that Balance Sustainable Society and 
Safety, Security, and Comfort 一山秀之＊
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1．ま　え　が　き

社会を取り巻く環境は，世界的な新型コロナウイルスの
感染拡大の影響によって大きく変化し，社会課題も多様化
している。
当社は経営戦略の中で，多様化する社会課題の解決を通

じて活力とゆとりある，持続可能な社会の実現に全力で取
り組むことを掲げて，“持続可能な社会と安心・安全・快適
性の両立”を始めとする価値創出への取組みをより一層推
進している。そのためには当社グループ全体の力を結集
することが必要であり，生産システム本部は，国内・国外
を問わず，グループ全体のものづくり現場での改善活動を
行ってきた。
本稿では，全社SCM／ECMでの改善活動について，事

例を交えて述べ，さらに新たな活動について述べる。

2．全社SCM／ECM改善活動について

2. 1　ものづくり力強化に向けて

当社は，持続可能な社会と安心・安全・快適性の両立，
市場変化に俊敏に追従できるものづくりのあるべき姿の実
現に向けて，ものづくり革新の継続とSCM／ECMの事業
領域全プロセスの改善を推進し，ものづくり力強化に取り
組んでいる。
SCM軸では，商談・受注，調達，生産，出荷，販売・

据付け・保守サービスの全領域で当社グループ全体での
トータルL/T短縮を意識した改善を推進し，ECM軸では，
マーケティング・製品企画，開発設計，試作評価，生産準
備，生産の全領域で製品企画段階からの最適ものづくりを
追求した改善を推進している。

2. 2　全社SCM／ECM改善活動の取組み

ものづくりを取り巻く環境は，これまでも時代とともに
変化してきたが，コロナ禍の影響によって生まれたニュー
ノーマルという大きな変化へも対応していく必要がある。
総合電機メーカーに位置付けられる当社は，様々な製品，

システム，サービス・ソリューションを提供しており，も
のづくりにも様々な形態がある。また，それらはSCMと
ECMの両軸で行われるため，片方の軸だけ改善しても総
合的改善には結び付かない。さらに，個別の改善だけにと
どめることなく，標準化／普遍化して全社に展開していく
ことも重要である。
３章から，徹底したムダ取りによって筋肉質な会社にす

るJIT改善活動，国内に加えて海外まで範囲を拡大し，出

荷平準化と在庫削減を推進するロジスティクス改善活動，
原価企画の強化に向けたVE・標準化活動，高品質化と生
産効率化を目的としたソフトウェア生産改善活動の取組み
と事例を述べる。

3．JIT改善活動

3. 1　当社のJIT改善活動について

当社は2002年から生産体質強化を目的に，5S（整理・整
頓・清掃・清潔・躾（しつけ））3定（定位・定品・定量），徹
底したムダ取り，自発的継続的改善を基本としたJIT改善
活動を開始している。当社のJIT改善活動のDNAともい
える基本的な考え方は，ムダのない筋肉質の会社にするた
めの活動で，製造現場だけでなく，設計，営業，保守も含
めて，経営に結び付く指標を改善することである。それは，
①ムダ（問題点）の見える化，②ムダ取りの実行（見える化
した問題点の解決），③自発的継続的改善である（図１）。
ムダとは付加価値を高めない業務・作業や停滞のことを

表し，自分の仕事の付加価値を意識して，ムダを顕在化し，
改善によって付加価値の割合を高めることがムダ取りの実
行である（図２）。このJIT思想に基づいて製造現場からス
タートしたJIT改善活動は，部門間連携を重視して活動領
域を生産全プロセスに拡大してきた。SCM軸では商談・
受注，調達，生産，出荷，販売・据付け・保守サービスの
全領域でトータルL/T短縮，棚残削減を目的として，ム
ダ取り活動，ムダを評価する指標等の導入による活性化を，
ECM軸ではマーケティング・製品企画，開発設計，試作
評価，生産準備，生産の全領域で開発L/T短縮，原価低
減を目的として，業務プロセス改善によるコスト削減を進
めてきた。これらの活動は，海外を含めた当社グループ全
体に拡大して進めている（1）。

3. 2　改善風土醸成の取組み

JIT改善活動を国内外の拠点で定着させるためには自発
的・継続的な改善風土を醸成することが重要である。その

⑴　見える化

⑵　ムダの
　　徹底排除

⑶　自発的
　　継続的
　　改善

ムダ（問題点）の見える化（意識改革・真因の追究）
・ムダ（問題点）を指摘されることが大好きな職場風土
　の醸成
・5S3定の徹底（重要な手段の一つ）

ムダ取りの実行（見える化した問題点の解決）
・見える化したムダの徹底排除
・それぞれの立場で，活動指標を設定して管理

自発的継続的改善（Changes for the Better）
・トップダウンでスタートするが，活動の主役は
　全従業員
　（トップダウンとボトムアップの融合によって展開）

図１．当社のJIT改善活動の考え方
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ためには，肥沃な土壌（活動活性化する仕組み），太
陽（脚光を浴びる仕組み），木（活動推進の仕組み）を
整備することが重要である。これらの考え方を踏ま
えてJIT改善活動の自立化を評価するツールとして
６軸のプラットフォームを構築した（図３）。活動推
進の仕組みの評価軸として①方針展開と②活動計画
の策定の２軸を設定した。また，活動活性化する仕
組みとして③推進体制の確立と④活動展開の仕組み
及び⑤人材育成の仕組みの３軸を設定した。最後に
脚光を浴びる仕組みとして⑥モチベーションアップ
の仕組みを設定し，６軸に分類した点検項目で評価・改善
することで，改善風土の醸成を促進してきた。
活動活性化する仕組みの例として（④，⑤），製造現場で

は異なる事業本部・製作所のメンバーが集まり，３日間で
対象現場の作業分析・改善立案・改善実施を行う“工場３日
間改善”を年数回開催し，改善マンの実践能力向上・交流
を図っている。工場３日間改善例として，これまで各部材
をそれぞれ運搬していたが，キッティング台車で一括して
運搬することによって運搬時間を短縮した（図４）。

3. 3　グローバルでの在庫削減活動

事業のグローバル展開が進んで，サプライチェーンの複
雑化・大規模化が加速していくと，各プロセス間，グロー
バル拠点間の連携強化がより一層重要になっている。連携
強化が行われないと各プロセス間での停滞による在庫増
や，欠品による機会損失といった問題が発生する。その改
善策としてグローバルでの在庫状況の見える化を始めた。
グローバルでの在庫の増減が把握できるようになり（図５），
在庫増・欠品の兆しを早期につかんで生産計画・部品の手
配の調整を行えるようになった。これによって市場変動追
従力が強化され，またトータルL/T・棚残削減につながっ
ている。
この改善はJIT改善活動の考え方の①問題点の見える化

及び②ムダ取りの実行をした事例になる。

4．ロジスティクス改善活動

ロジスティクスとは調達－生産－保管－販売に至るまで
の物流，又はそれらのプロセスを管理する過程である。し
たがって，ロジスティクスの改善活動の対象範囲は工場内
にとどまらず，海外拠点を含めた広範囲にわたる。
ロジスティクス改善活動の目的はQCD（Quality Cost 
Delivery）の改善であるが，特に在庫最適化による棚卸資
産の削減は会計上重要な活動である。

4. 1　グローバル輸送実績を活用した在庫削減活動

海外向け出荷製品の荷動きを記録・分析して不要在庫を
削減することを目的として，当社グループ内でグローバル
輸送実績把握の仕組みを構築した。
この仕組みを用いて輸出貨物状況を工場と海外販社で見
える化し，平準出荷による海外販社の在庫削減を推進して
いる（図６）。

4. 2　物流従事者の負荷軽減

国内では，労働人口の減少に伴って物流従事者不足が深

作業

忙しそうに作業しても
付加価値があるとは限らない

付加価値を生み出さない部分を
改善して限りなくゼロへ

“ムダ”“付加価値”

準備作業

図２．ムダ取りの実行

改善風土醸成

④活動展開の
　仕組み

①方針展開

⑤人材育成の仕組み

⑥モチベーション
　アップの仕組み

③推進体制確立

②活動計画策定

図３．JIT改善活動の６軸プラットフォーム

図４．工場３日間改善で製作したキッティング台車
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図５．グローバル在庫の見える化
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刻化している。当社グループでも倉庫内作業員の確保が困
難になってきており，保管棚搬送ロボットを導入した（図７）。
従来，製品の入出荷情報に基づいて保管棚へ足を運んで作
業する必要があったが，保管棚搬送ロボットが入出荷に必
要な保管棚を作業ステーションに搬送するため，作業者不
足の解消につながっている。
トラックドライバー不足も年々深刻化している。特に改

善要求が多いのは，当社のような荷主先での待ち時間と荷
役時間の短縮である（2）。この問題に対して，2019年に貨物
自動車運送事業法が改正され，荷主の配慮義務，荷主勧告
制度などが強化された（3）。
こうした背景から，当社はトラックドライバーの荷主先

での待ち時間短縮に向けて，トラック予約受付システムを
導入し，トラックの滞留時間の平準化に有効な入場予約と，
誘導指示，荷待ち／積込時間の記録と分析を可能にした。

4. 3　包装改善の取組み

包装改善活動はSCM・ECM双方を考慮しなければなら
ない。物流過程で生じる外力や温湿度環境等の影響を包装
設計の制約事項として，包装設計プロセスを規定し（図８），
適切な包装を実現するために，包装設計のツール化や海外

設計教育，設計知識の形式知化を進めた（4）。
また，資源保護の観点から包装材料の省資源化に貢献す

るリターナブル包装（5）や，持続可能な社会の実現に向けた
脱プラスチック包装化を進めている。

5．原価企画の強化に向けたVE・標準化活動

5. 1　当社のVE・標準化活動について

当社は，国内外関係会社を含めたグループ全体で“原価
企画・VE活動”に取り組んでいる。VEは，メーカーに
とって“空気”の存在のように必要不可欠なもので，この
VEが当たり前に実践される風土を形成することが製品の
開発・競争力の強化や企業体質の強化につながる（6）。この
考えを基に，製品開発の各段階で原価を作り込む原価企画
活動にVEを適用し，現品ではなく顧客要求を基にした機
能追求型分析を実践している。また，VE実践の風土づく
りとして，実務者層にVEリーダー（公益社団法人 日本VE
協会認定資格：社内で4,445人が取得）を配置することで，
VEという同じ言語，同じ価値観，同じベクトルで思考し，
意志決定ができる体制を構築してきた。
さらに，より高い効果が見込める開発上流段階からの

VE活動推進によって製品価値向上を目指してきた（図９）。
多様化する顧客の価値観を先取りして対応する製品企画
VEの実践，モジュラ設計及び部品標準化活動を推進して
いる。

5. 2　製品企画VEの推進

顧客の価値観多様化によって，顧客要求を把握したり，
明確化したりすることは一段と難しくなっている。その中
で，将来の市場展開なども見越して，製品ラインアップを
整備し，他社との競争に勝ち残っていく必要がある。
このため，顧客視点を強化するために製品企画VE手法

を適用し，ターゲット市場でオンリーワンになるような訴
求機能の抽出や自社コア技術（強み）を生かし，複数年度に

図７．製品倉庫内での保管棚搬送ロボットの稼働風景

平準化前 平準化後

削減可能在庫海外販社入荷 海外販社在庫

図６．在庫量削減活動
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図８．ECMと連携した包装設計プロセス
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わたって市場投入できる製品ラインアップの整備を推進し
ている。また，活動円滑化のため，起こる可能性のある複
数の未来に対する事業戦略を作成するシナリオプランニン
グなどの各種ツールをメニュー化し，その使用方法や使用
例とともにマニュアルなどにまとめ，当社グループ内に展
開し，活用を促している。

5. 3　モジュラ設計手法の展開

製品ラインアップを適正コストで具現化するには，標準
モジュールとカスタム部品の組合せでバラエティを吸収す
るモジュラ設計が有効である（図10）。
顧客要求に基づく新たな製品機能と既存部品の不整合が

散見され，これに機種固有部品の追加で対応した結果，生
産時の効率低下を招いていた。そのため，5. 2節で述べた
製品企画VEで明らかにした顧客視点の製品機能を満たす
互換性が高いモジュールを組み合わせて多様な製品を設計
するモジュラ設計手法を機種横断で取り入れて，開発初期
段階で標準モジュール／カスタム部品を定義し，標準モ
ジュールの適用比率を向上させ，列車用空調装置などで開
発費の削減や生産効率を向上させた。これらの良好事例を
社内展開し，モジュラ設計の適用拡大を推進している。

5. 4　購入部品の標準化

モジュラ化を進める中では，適正に品質とコストを作り
込み，サービスフェーズも考慮したモジュール構成部品の
標準化が必要になってくる。一方で，近年，自動車産業の
事業環境変化や5G化の通信インフラの整備などによる社
会のデジタル化に伴って調達環境も大きく変化し，サプラ
イヤーの不採算事業撤退などからも調達リスクが顕在化し
ている。そのため，複数の事業間で流用性があり，BCP
（Business Continuity Plan）対応の必要性が高まっている
汎用電子部品を最優先に標準化活動を進めている。
このようなBCP対策まで含めた購入部品標準化を進め

るため，資材部門と技術部門が連携した推進体制を整備し
た（図11）。この推進体制は，資材部門の集中購買拡大活
動を技術部門が設計・製造・品質の面で迅速かつ的確に技
術支援する構成になっており，関連部門間の定例会（オン

ライン会議）や共同体制での部品メーカー（海外含む）との
交渉などを通して強く結び付いている。この推進体制の下，
コスト競争力があり安定的に調達できる部品を選定・集約
化する標準化を進めて，事業競争力の向上を図っている。

6．ソフトウェア生産の改善活動

当社は，ソフトウェアの高品質化と生産効率化を目的に
定量的品質管理やプロジェクト完遂力向上などを推進する
全社改善活動に取り組んでおり，その一つとしてテレワー
ク強化を推進している。
テレワークは通勤や出張に伴う移動を減少させることに

よって生産効率を向上させるだけでなく生産時CO2排出量
削減にも貢献する。さらにコロナ禍でも社会と顧客に製
品・サービスを提供し続けることにも役立つ。この章では，
ソフトウェア生産でのテレワーク強化の取組みを述べる。

6. 1　ソフトウェア生産の現状

ソフトウェアは，顧客要求や仕様の分析，構造や動作の
設計，プログラミングを行う実装，動作を確認する試験の
工程を経て生産される。これまでは設計レビューやプログ
ラミングで用いる開発環境を工場内でしか利用できなかっ
た。また試験では，プログラミングしたソフトウェアを動
作させる実機が工場内にしかなかった。このため，工場に
出社や出張して作業する必要があった（図12）。

6. 2　テレワーク強化に向けたアプローチ

ソフトウェア生産の工程にはテレワーク化が容易な作業
と困難な作業がある。特に実機を使用する作業を実機が存
在しないテレワーク環境で実施するのは難しい。そのため，
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図10．モジュール化設計の推進
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作業形態を実機の使用有無で分類し，テレワーク強化に向
けたアプローチを次の３通りに設定した（図13）。
⑴ 実機を使用しない作業のテレワーク化
工場外から工場内のサーバへアクセスする際のセキュリ

ティ制限等が理由でテレワーク未対応であった作業（プロ
グラミング等）に対して，IT技術を活用して制約を解消する。
⑵ 実機の代替手段を整備してテレワーク化
実機上の物理的なボタンの操作やランプの点灯確認等が

不要な作業（実機上のソフトウェアの動作を確認する等）に
対して，実機を用いなくても同等の作業を実施できるよう
にソフトウェアツールを整備し，それらを⑴と同様にテレ
ワーク環境で利用可能にする。
⑶ 実機を使用するための工夫を施してテレワーク化
実機が不可欠な作業（ソフトウェアをインストールした

実機を実際に操作して確認する等）に対して，安全性と機密
性を確保しつつテレワーク環境から実機を操作可能にする。

6. 3　テレワーク強化の取組み事例

6. 2節で述べた三つのアプローチごとに代表的な取組み
事例を述べる（図14）。
⑴ 開発環境のクラウド化
従来は工場内にあったソフトウェア開発環境を，イン

ターネット上にクラウドサービスとして構築することに取
り組んでいる。これによって工場外のテレワーク環境でも開
発環境を利用できるようになる。この際，クラウドサービス
を社内のユーザー認証基盤と連携させることで，工場のサー
バと同じユーザー管理の下で開発環境を利用可能にした。

⑵ シミュレータのパソコン単独実行化
大型の実機は工場外に持ち出せないため，実機を用いた

試験は工場内で実施していた。そこで実機を模擬するシ
ミュレータを用いて実機使用前にテレワーク環境でソフト
ウェアの動作を確認することに取り組んでいる。この際，
従来のシミュレータは大型の試験機材との接続を要し，テ
レワーク環境のパソコンだけでは実行できない場合があっ
た。そこで，シミュレータの模擬範囲を試験機材まで拡大
し，パソコン単独で実行できるようにすることでテレワー
クを可能にした。
⑶ 安全性を考慮した遠隔操作
試験時に開発途中の実機上でソフトウェアを動かす場合

は，実機の予想外の挙動や発熱が生じたときに即座に対応
できる必要がある。そのような場合に実機を非常停止でき
るように，ネットワーク経由で制御できるリモート電源
タップやネットワークカメラを使用するなどの方法で安全
性を確保した上で工場内の実機を遠隔操作可能にした。

7．む　す　び

これまで述べたとおり，当社ではものづくりでの改善活
動を行ってきた。今後も市場変化に俊敏に追従できるもの
づくりのあるべき姿に向けて，収益力最大化と持続的な
経営基盤強化に向けた“ものづくり力”の強化を，SCM／
ECMの全領域で更なる改善を図っていく。
そのためには，SCMでは連結視点によるトータルL/T

短縮，ECMでは製品企画段階からの最適ものづくりの追
求に向けた改善活動を推進し，それらを全職場に定着させ
るための人材育成も行っていく。
今後は，業務効率・生産性の向上を目的にした社内業

務DX化と生産現場のIoT化を推進し，これまでの設計資
産やノウハウを体系化／標準化して情報共有できる仕組み，
各製作所／拠点が自律的に製品開発に活用できる改善効果
の見える化ツール等を提供し，継続的な改善と経営基盤の
強化を図っていく。
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生産技術を活用したプロセス改善の取組み分野
サプライチェーン上には様々な事業課題が存在する。生産技術の活用によって継続的に改善を進め，事業競争力を強化していく必要がある。
デジタルトランスフォーメーション関連の取組みでは，センシング技術を活用した自動化設備の高度化，AI技術を活用した製造プロセスの高度
化，IoTを活用したトラック輸送の見える化，クラウド環境を活用した生産情報の授受，AR・VR技術を活用した保守サービス・営業現場改善
がある。

GPS：Global Positioning System
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三菱電機グループは多様化する社会課題の解決に向けて，
統合ソリューションの提供，また，持続可能な社会と安
心・安全・快適性の両立を始めとする価値創出への取組み
をより一層推進することを目指している。
当社生産技術センターはグループ内のものづくり，生産

技術を牽引（けんいん）する部門として，サプライチェーン
全域で，製品開発・量産化だけでなく，ものづくりに関連
する各種業務も対象に様々な事業課題の解決に取り組んで
おり，そのために進めている保有技術の高度化，先進技
術の開発・実用化の中には，ニューノーマルの進展に伴って
重要性が増している自動化と，近年，着目されているデジタ
ルトランスフォーメーション関連で，AI，IoT（Internet of 

Things），クラウド，AR（Augmented Reality），VR（Vir-
tual Reality）技術の活用がある。
自動化は熟練作業者のノウハウを形式知化した後，様々

なセンシング技術，自律制御技術，多関節ロボットなどを
統合させたものであり，AI技術はプロセスパラメータ調
整，官能検査，設備点検・保守分野などへ適用し，IoTは
生産工場内から工場外物流分野へ適用範囲を拡大し，クラ
ウドは国内・海外工場間の生産情報授受手段として活用し，
AR・VRは保守サービス現場での熟練者ノウハウの共有手
段として，また営業現場での顧客との新たなコミュニケー
ション手段として活用する。

玉谷基亮＊

Motoaki Tamaya

高山和義＊

Kazuyoshi Takayama

小島裕治＊

Yuji Kojima

加藤哲也＊
Tetsuya Kato

中野智晴＊
Tomoharu Nakano生産技術を活用した各種プロセス改善
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1．ま　え　が　き

当社グループは多様化する社会課題の解決に向けて，ラ
イフ，インダストリー，インフラ，モビリティの四つの領
域で，グループ内外の力を結集した統合ソリューションの
提供，また，持続可能な社会と安心・安全・快適性の両立
を始めとする価値創出への取組みをより一層推進すること
を目指している。
生産技術センターは当社グループ内のものづくりと生産

技術を牽引する部門として，生産現場だけでなく，上流の
商談，受注，調達から下流の出荷，販売，据付け，保守ま
でのサプライチェーン全域で，製品開発・量産化だけで
なく，ものづくりに関連する各種業務も対象に品質・信頼
性・付加価値の向上，需要に合わせた安定かつタイムリー
な生産体制の構築，製品構造革新・生産性向上・ムダ取り
によるコスト削減といった事業課題の解決に取り組んでいる。
本稿では生産技術センターが課題解決のために進めてい

る保有技術の高度化，先進技術の開発・実用化の中から，
ニューノーマルの進展に伴って重要性が増している自動化
と，近年，着目されているデジタルトランスフォーメー
ション関連で，AI，IoT，クラウド，AR，VR技術の活用
事例について述べる。

2．生産技術を活用した様々な改善の取組み

2. 1　センシング技術を活用した自動化設備の高度化

市場のグローバル化，顧客嗜好（しこう）の多様化に対応
するためには製品仕様の多様化・高機能化，生産の変種変
量化は避けられず，製造方式・工程の複雑さは増すばかり
である。従来のような単なる自動化だけでは品質・付加価
値の向上は難しい。また，海外市場での需要変動・短納期
要求に対応するために海外工場建設を構想するものの，従
来の人手に頼った生産ラインでは技能獲得に習熟を要する
熟練作業の立ち上げと安定化にリスクがあり，新たな視点
と技術を取り入れた自動化がより重要になってきている。
熟練作業者は作業ルールなどの形式知だけでなく，①個

人で獲得してきた作業ノウハウなどの暗黙知と，②視覚・
力覚といった知覚を，③複合的に組み合わせて状況判断し，
④作業動作を行っている。そこで，作業ノウハウを丹念に
分析して形式知化し，知覚に代わるセンシング手段として
カメラ・位置センサ・力覚センサなどを活用して，センサ
データに基づき次作業動作を自律制御し，多関節ロボット
によって作業者動作を模擬することによって（図１），当社
では自動化が困難とされていた微小ねじ締め，微小領域へ

の接着剤塗布，溶接のでき栄え検査の自動化を実現した。
自動化設備の高度化に伴い，立ち上げ調整・保守にも熟
練度が求められることから，これを回避するため，設備本
体に詳細な動作状態を検出・記録し，外部から監視・制御
できる機能の組み込みも進めている。この機能はコロナ禍
によって国内移動・海外渡航が制限を受ける中でより効果
を発揮している。
引き続き，センシング技術の高度化に加えて，AI，IoT
技術などの活用・高性能化によって今は実現が困難とされ
ている作業領域まで自動化を進めていくとともに，多種多
様な情報を活用し，スマートなものづくりを追求していく。

2. 2　AI技術を活用した製造プロセスの高度化

近年，機械学習，ディープラーニングといったAI技術
が急速に発展してきており，広範かつ最新のAI技術は基
本的にオープンソースソフトウェアとして提供され，誰で
も自由に使える環境になってきている。一方，センシン
グ技術の高度化，当社のFA－IT統合ソリューション“e－
F＠ctory”に代表される生産設備からデータを収集する仕
組みの普及によって，生産ラインの多様かつ豊富なデータ
の収集・分析が可能になってきている。これら状況の変化
から，ものづくりの様々な領域でAI技術を活用する取組
みが活発化している。
当社では，生産現場に適用可能なAI技術の開発及び活

用の取組みを2017年から本格化させ，生産現場への展開
を順次進めている。ターゲットとしているAI応用領域，
具体的事例を次に挙げる（図２）。
⑴ プロセス品質向上
樹脂成形，機械加工，半導体加工プロセスでのパラメー

タ調整，不良要因分析の自動化
⑵ 官能検査
外観，動作音などの異常検知の自動化

⑶ 設備点検・保守
半導体設備，マシニングセンタ，成形機といった高額か

つ生産ネックになる設備の故障兆候の検知
⑷ 熟練作業
ろう付け，溶接，高精度な位置調整などの熟練が必要な作
業プロセスの良否判断，それら作業のロボットへの置き換え

熟練作業者 自動化装置

①暗黙知　 ： 経験知， ノウハウ

②知覚　　 ： 触覚， 視覚， 聴覚

③判断　　 ： 頭脳

④作業動作 ： 手， 腕， 足など

形式知化

力覚センサカメラなど

制御機器（CPU）

多関節ロボット

図１．熟練作業の自動化要素
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⑸ 作業分析・異常検知
作業動画による作業ミス検知と作業動作分析の自動化
少子・高齢化に伴う熟練作業者減少への対応，ニュー

ノーマル時代での生産現場内の密回避など，生産現場をよ
り少ない人員で，よりスピーディに運営していくことが経
営課題になっていく中で，AI技術の重要性はますます高
まっていくと予想される。AIをものづくり競争力の源泉の一
つと捉えて，引き続き，精度・速度向上に向けた技術開発，
生産計画・管理などへの活用領域拡大に取り組んでいく。

2. 3　IoTを活用したトラック輸送の見える化

当社グループでの改善活動では，①問題点の見える化，
②ムダ取りの実行（見える化した問題点の解決），③自発
的・継続的改善風土の醸成を基本的な考え方にしている。
問題点を見える化するには，対象現場での実態調査，デー
タ収集・整理が必要であるが，時間を要する作業である
ことから，問題点の早期解決につながるようにIoTを組み
入れたITツールの開発・活用を進めている（1）。ここでは，
工場外の物流を対象とした取組み事例について述べる。
部品納入や製品出荷ではトラックが輸送手段として利用

されており，輸送費として工場運営費用の一部を占めてい
るものの，稼働範囲が工場外になるために輸送実態の把握
が容易ではなく，どこにどういったムダが潜んでいるかが
分かりにくかった。そこで，GPSをトラックに搭載し，ト
ラックの位置情報（緯度・経度），状態（移動／荷役／待機
／休憩）を時刻情報とともにサーバへ送信・集積させ，輸
送単位ごとの積載率を取得できるような工夫を加えて，工
場パソコンでトラックの稼働実績を時系列で見える化する
ITツールを開発した（図３）。このITツールを用いること
によって従来は定量的な把握が難しかったトラックの待機，

空輸送といったムダの発生時刻・頻度の実態を関係者
間で共有可能になり，改善に向けた的確な要因分析が
可能になった。例えば，図４の例では７時台に待機時
間が長く発生していることから，荷役開始を早めるこ
とによって待機時間削減が可能になる。また，空輸送
の多いトラック便を集約し，トラック車両数を減らす
ことによって輸送費削減だけでなく，CO2削減への貢
献も可能になる。
引き続き，サプライチェーン上に潜む問題点の見え
る化と解決に向けて，IoTを始めとする先進技術を活
用し，対象現場に適したITツールの開発を進めていく。

2. 4　クラウド環境を活用した生産情報の授受

海外に新工場を建設する際には生産ラインの立ち上
げとともにITを活用した作業管理と品質管理の仕組み

も導入し，稼働後は海外工場の稼働情報や品質情報といっ
た生産情報に基づき，国内工場側の製造管理者が海外工場
の状況把握と改善指導を行っている。
従来は，国内側が海外側の生産情報を参照する場合，工
場間のデータ転送量を抑制する観点から，海外側に生産情
報を収集・蓄積するデータサーバを構築し，国内側のクラ
イアントパソコンから必要な情報にアクセスする方式を採
用していた。しかし，この方式では，海外側にデータサーバ
を維持管理するための高度なサーバ管理者が必要であった。
昨今，外部事業者に構築・維持管理の委託が可能である
クラウド環境が関連技術の高度化・低価格化によって普及
してきている。当社でも当社グループ向けのグローバル
IT基盤サービス“MELGIT（Mitsubishi Electric Global IT 
platform service）”のグループクラウド“MELGIT－cloud（2）”
によって，クラウド環境へのデータ蓄積が可能になり，海

プロセス品質向上

設備点検 ・ 保守 作業分析 ・ 異常検知熟練作業

パラメータ自動調整， 不良要因自動抽出に
よる立ち上げ工数削減， 不良発生の未然防止

パラメータ最適化

要因分析AI

官能検査

外観検査， 音検査など人判断の
自動化による品質安定化， 省人化

信号処理AI

画像認識AI

加工 組立て 検査 ・ 試験

位置合わせ
めっき

塗装

成形

切削

プレス

金属接合

樹脂接着

ねじ締め

外観検査

音検査

特性試験

故障頻度の高い設備の
常時監視による予兆保全

判定定量化， ロボット
活用による品質安定化， 
省人化

作業動画自動分析による
ポカヨケ， 分析工数削減

画像認識AI

信号処理AI ロボット制御AI

プロセス診断AI

画像認識AI

図２．生産現場でのAI技術の活用領域
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図４．トラックの運行状況の例
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図３．トラック輸送の見える化ツール概要
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外新工場への適用を開始した。
具体的な適用例としては，生産情報を自動収集し，関

係者がクラウド環境でファイルを共有できる“MELGIT－
share”上への生産・品質管理関連の表・グラフを更新す
る仕組みの構築，また，リアルタイムに拠点間で映像・音
声を共有する“MELGIT－comm”の導入・活用である（図５）。
これらによって，高度なサーバ管理者に依存しなくても生
産情報を共有でき，国内側からの迅速なサポートと早期の
改善推進が可能になった。
この仕組みの活用によって海外工場の生産情報を国内工

場内からだけでなく，自宅からも閲覧可能になることから，
製造業でも，テレワークで対応できる業務領域を拡大でき
るというメリットもある。引き続き，この仕組みの適用先
拡大，レベルアップを推進していく。

2. 5　AR・VR技術を活用した保守サービス・営業現場改善

保守サービス現場では，対象機種が過去の機種を含めて
多種多様であり，特に若手エンジニアが保守マニュアルと
電話での熟練者への相談だけで対応していくことは容易で
はない。そこで，AR技術を用いてトラブル対応時の技術
的な指示を遠隔で受けられるシステムを開発した（図６）。
熟練者がネットワークを介して遠く離れた保守現場と映
像・音声を共有し，現場状況，作業結果の確認，対応方法
の指示を行うことができ，熟練者の知恵を共有可能にして
いる。このシステムでは実機での熟練者作業を手本・教育
映像としてリアルタイムで配信し，質疑応答できることか
ら若手教育の効率化にも役立つ。
次に営業現場では，カタログや動画を用いた説明だけで

顧客に製品を利用する場面をイメージしてもらうことは容
易ではない。そこで，顧客が製品の意匠確認や機能体験な
どをVR技術を用いたバーチャルショールームで行える遠
隔商談システム（3）を開発した（図７）。通常，VRでは当事

者しか体験内容を把握できないが，営業担当者も仮想空間
上の顧客の目線を共有し，顧客の興味・関心を確認できる
ようにしている。
ソーシャルディスタンスの確保といったニューノーマル

な社会様式が進展する中，保守サービスや営業の現場での
新しいコミュニケーションの取り方としてAR・VR技術
の適用領域・適用製品の拡大を進めていく。

3．む　す　び

本稿で述べた技術の適用先を引き続き拡大させて，5G，
ビッグデータ，シミュレーション，センシングといったデ
ジタル関連技術の積極的な活用を推進していく。また，持
続可能な社会の実現に向けては，あらゆる生産技術を活用
し，資源投入量の削減，省エネルギー性・リサイクル性の
向上，廃棄物の削減などによって貢献していく。

参　考　文　献

⑴ 玉置哲也，ほか：JIT改善活動の深化と拡大，三菱電機技報，
93，No.12，679～682 （2019）

⑵ 岡本　望，ほか：業務システムを三菱電機グループクラウド
“MELGIT－cloud”へ移行する三つの取組み，95，No.5，328～
331 （2021）

⑶ 中野智晴，ほか：営業活動へのバーチャルリアリティ適用，第
25回バーチャルリアリティ学会大会論文集 （2020）
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環境問題や資源・エネルギー問題を考慮した製品開発の全体像
持続可能な社会の実現に向けた製品を設計するため，各設計技術分野で省資源・省エネルギー・環境負荷低減等の課題を解決するキーパーツ
開発や開発スピードアップを実現する設計技術の進化に取り組んでいる。

設計技術

回路集積化， 演算最適化
低消費電力デバイス活用等

LSI
統合制御サービスによる
社会インフラ高効率化等

ソフトウェア
パワーエレクトロニクス製品の
小型 ・ 高効率化等

電気電子回路
小型 ・ 軽量化， 制御最適化，
包装脱プラスチック化等

機械

共通

製品開発
環境負荷低減

キーパーツ開発

開発スピードアップ

設計標準化 ・ 効率化

短期間に製品ラインアップ強化

持続可能な社会の実現

… … …

環境配慮型製品の早期市場投入による社会貢献

設計標準化 ・ 自動化， 設計／評価／検証ツール ・ ライブラリ整備等

持続可能な社会の実現には環境配慮型の製品開発が重要
であり，設計技術の果たすべき役割は大きい。三菱電機
では，製品を構成するLSI，ソフトウェア，電気電子回路，
機械の各分野で設計技術を高度化することで，環境負荷低
減を実現するキーパーツ開発や開発スピードアップを実現
する設計標準化・効率化を進め，短期間の製品ラインアッ
プ強化を目指している。これによって，環境負荷低減の効
果がより高い新製品の早期市場投入を実現して社会貢献を
最大化する。
例えば，LSI分野では低消費電力デバイスの活用，ソ

フトウェア分野では空調の遠隔監視等のIoT（Internet of 
Things）を活用した統合制御サービスによる社会インフラ
の高効率化，電気電子回路分野ではパワーエレクトロニク

ス製品の小型・高効率化，機械分野では高効率なキーパー
ツ開発や制御パラメータの最適化による省エネルギー，各
分野共通ではツール・ライブラリ整備による開発スピード
向上，試作回数削減等に取り組んでいる。
空調冷熱製品での機械分野の取組みでは，エアコン室外

機のプロペラファン開発で，省資源・省エネルギーを実現
する基本構造を開発してハードウェア物理モデルを構築し，
パラメトリックにスケール変更することで効率的な機種展
開を可能にした。また，エアコンの気流制御設計や冷蔵庫
の温度制御設計で，ソフトウェア制御モデルを構築し，三
次元熱流体解析と強化学習を組み合わせたり，温度測定
データと実機へのフィードバック制御を組み合わせたりし
てシステム化し，制御パラメータの調整を容易化した。

谷口貴也＊
Takaya Taniguchi

小林　孝†
Takashi Kobayashi

製品の高効率化を実現する設計技術の進化
―空調冷熱製品の省資源・省エネルギー設計事例―
Advancement of Design Technology to Realize High Efficiency of Products
―Material Usage and Energy Saving Design Cases for Air Conditioning and Refrigeration Products―
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1．ま　え　が　き

持続可能な社会を実現するには環境問題や資源・エネル
ギー問題を考慮した環境配慮型の製品開発が重要であり，
設計技術の果たすべき役割は大きい。当社は，製品を構成
するLSI，ソフトウェア，電気電子回路，機械の各分野で
設計技術を高度化し，事業横断で製品や設計プロセスを改
善することで，製品の小型・軽量化による省資源，高効率
化による省エネルギー，包装の脱プラスチック等による環
境負荷低減等に取り組んでいる（表１）。
一方で，安心・安全・快適性や，製品のIoT化，セキュ

リティ強化等，多様な社会ニーズへの対応によって，製品
開発はますます複雑・高度化しており，設計段階の高度な
擦り合わせと，効率の良い設計プロセスの両立も急務に
なっている。
このような状況の中，持続可能な社会の実現に不可欠な

環境配慮型製品を早期に市場投入して社会貢献を最大化す
るには，環境負荷低減を実現するキーパーツの開発と，開
発のスピードアップを実現する設計標準化・効率化によっ
て，短期間に製品ラインアップを強化することが課題（1）で
ある（図１）。
本稿では，空調冷熱製品のラインアップ開発で，省資

源・省エネルギーを実現するために小型・軽量で高効率な
キーパーツを基本設計してパラメトリック設計によって機
種展開した事例（2）と，製品の制御システムの開発期間を短
縮するために，制御モデルを構築して三次元熱流体解析と
強化学習や，温度測定データと実機へのフィードバック制
御を組み合わせてシステム化することで制御パラメータの
調整を容易化した事例（3）を述べる。
当社では，この手法に基づくラインアップ開発によって，

設計作業そのものの効率化だけでなく，設計品質の向上に
よる評価作業の手戻り抑制や，次期ラインアップ開発の前
倒しを実現しており，最新技術を搭載した省資源・省エネ
ルギー・環境負荷低減の効果がより高い新製品の早期展開
に貢献している。

2．空調冷熱製品の省資源・省エネルギー・
環境負荷低減

2. 1　キーパーツの高効率化による省資源・省エネルギー・
環境負荷低減

2. 1. 1　エアコン室外機の高効率プロペラファン開発

ルームエアコンの室外機では，プロペラファンの送風効
率向上と，プロペラファン成形樹脂の削減・軽量化が，省
資源・省エネルギー・環境負荷低減を実現する上で重要な
設計課題である。
三次元熱流体解析でプロペラファン表面の気流を見える

化した結果，気流がプロペラファンの中心部で滞留してい
ることが分かった。そこで，中心部の形状を円筒型から新
たに考案したターボファン型リブにすることで，滞留して
いた気流を翼面に送り出すことができ，効率的な送風を実
現した（図２）。

表１．省資源・省エネルギー・環境負荷低減の主な取組み例
技術分野 取組み例

LSI 回路部品の集積化による小型化，演算最適化による省エネル
ギー，低消費電力デバイスの活用

ソフト
ウェア

空調の遠隔監視等のIoTを活用した統合制御サービスによる社
会インフラの高効率化

電気電子
回路

回路方式や実装構造の開発によるパワーエレクトロニクス製
品の小型化，高効率化

機械
小型・軽量化による省資源，高効率なキーパーツ開発や制御
最適化による省エネルギー，包装の脱プラスチック化による
環境負荷低減

共通 設計標準化・自動化，設計／評価／検証ツール・ライブラリ
整備による開発スピード向上，試作回数削減

設計技術設計技術

製品開発

LSI ソフトウェア 機械電気電子回路

共通

環境負荷低減

キーパーツ開発

持続可能な社会の実現に向けた貢献を最大化

開発スピードアップ

設計標準化 ・ 効率化

より改善の進んだ環境配慮型製品を早期に市場投入

短期間に製品ラインアップを強化

図１．環境配慮型製品の開発による社会貢献

中心 ： 円筒型 中心 ： ターボファン型

消費電力 12%削減
使用樹脂量 43%削減

ターボファン型リブ

図２．ターボファン型リブを持つ高効率プロペラファン
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また，中心部は，翼の遠心力や駆動モータの加振力等の
外力が加わる構造部材でもあるため，構造検討では，構造
解析や実機評価に基づき，ターボファン型リブの必要枚数
を決定することで，従来と同等以上の破壊強度や騒音品質
を実現した。
そのほか，翼形状の見直しによって駆動モータの消費電

力を12％削減する省エネルギーと，リサイクル困難なガ
ラス繊維が配合された樹脂の43％削減による省資源及び
環境負荷低減を実現した。また樹脂の削減によって成形時
間も20％削減でき，生産時の省エネルギー化にも貢献した。

2. 1. 2　高効率プロペラファンの機種展開

ラインアップ開発では，製品を構成する構造や部品を標
準化し，適切な物理モデルによって構成要素をパラメト
リックにスケール変更することが，効率的な機種展開に有
効である。
室外機サイズに適合したプロペラファンの機種展開では，

流体力学や材料力学の相似則に基づく数式等の物理モデル
によって，形状をパラメトリックにスケール変更することで，
目標性能を満足する効率的な機種展開を実現した（図３）。

2. 2　ソフトウェア制御による省エネルギー

空調冷熱製品はプロペラファンや熱交換器等のハード
ウェア最適化だけでなく，風向やファン・圧縮機回転数の
ソフトウェア制御も組み合わせて最適化することで，目標
になる省エネルギー性能を実現している。
ハードウェアのキーパーツ開発と同様に，制御ソフト

ウェアの開発でも制御モデルの標準化が効率的な機種展開
に有効である。しかしながら，ソフトウェアの制御パラ
メータは数が多く，設計でパラメータを決定する作業や，
実機で性能を評価しながらパラメータ調整する作業に時間
がかかるという課題があった。
そこで，これを解決するためにパラメータ調整に強化学

習やフィードバック制御を活用した設計手法の開発事例に
ついて次に述べる。 

2. 2. 1　三次元解析を活用したエアコンの気流制御設計

ルームエアコンは，フラップの角度や風量を制御するこ

とで，効率よく観測点の目標温度や快適性を実現するよう
に気流制御している（図４，図５）。
今回，三次元熱流体解析と強化学習を連成し，実用的な

設計時間内で制御パラメータを自動決定する設計手法を開
発した（図６，図７）。強化学習では，観測点の目標温度と
三次元流体解析で計算した温度の差異を最小化する学習過
程を繰り返すことで最適な制御パラメータを同定している。
これによって，実機を製作して温度測定しながら調整し

ていた制御パラメータを，開発上流段階で設計できるよう
になり，強化学習によるパラメータ調整の容易化と，制御
パラメータのフロントローディング設計による設計手戻り
抑制とで，機種展開の効率を更に向上させることができる。

サイズ 小型 中型 大型 超大型

Φ360mm Φ400mm Φ440mm Φ500mmファン径

図３．高効率ファンを搭載した室外機のラインアップ

観測点の
目標温度

制御パラメータ更新

制御パラメータ ：
フラップ角度θ

風量Q

観測点の
計算温度

三次元熱流体解析

誤差評価
（目的関数）

図６．三次元解析を活用したパラメータ自動決定

温度 T1

T2

Tn

…

図５．観測点の目標温度

フラップ角度θ

風量Q

図４．気流制御パラメータ

目標値

目
的
関
数

学習過程

図７．強化学習の計算過程



三菱電機技報・Vol.95・No.5・2021

製品の高効率化を実現する設計技術の進化―空調冷熱製品の省資源・省エネルギー設計事例―

19（303）

2. 2. 2　実測データを活用した冷蔵庫の温度制御設計

冷蔵庫は，冷媒用圧縮機の回転数や庫内の空気を循環す
るファンの回転数を制御することで，効率よく目標の庫
内温度に到達するように省エネルギー設計している（図８，
図９）。
これまで，制御パラメータは量産前の実機を用いて人

手で調整して決定しており，時間を要していた。そこで，
目標の庫内温度推移と実機の温度測定データから制御パ
ラメータを効率よく決定するシステムを開発した（図10）。
このシステムでは，一定の時間間隔で温度データを取得し，
目標温度と実測の差に応じた回転数の補正量を，事前に整

備した関係式に基づいて自動決定してフィードバック制御
している。
これによって，実機を用いた複数回の人手調整を１回で

完了でき（図11），機種展開の効率を更に向上させること
ができる。また，このシステムは図９に一例として示した
直線的な冷却制御以外にも適用できるため，環境に配慮し
た複雑な冷却制御や製品知能化にも展開が可能である。

3．む　す　び

持続可能な社会の実現に向けた環境負荷低減に貢献する
空調冷熱製品を事例に，キーパーツの開発による省資源・
省エネルギー，物理モデルや制御モデルを活用した設計の
標準化・効率化による開発スピードアップを進めることで，
ラインアップ開発を効率化し，社会貢献を最大化する取組
みについて述べた。
今後は新型コロナウイルスの世界的な影響を契機にした

ニューノーマルな開発プロセスとして，国内拠点から海外
拠点の開発をリモートできめ細かく支援するため，リモー
ト設計検証環境の構築にも取り組み，国内と海外の両拠点
からグローバルに社会貢献できる仕組みを整備していく
（図12）。
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図９．目標の庫内温度推移
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図８．温度制御パラメータ
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図10．実測データを活用したパラメータ自動決定
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図12．リモート設計検証環境による遠隔地の開発支援



三菱電機技報・Vol.95・No.5・2021

特集論文

要　旨

＊コンポーネント製造技術センター20（304）

パワーモジュールの性能と信頼性の向上を支える当社のパッケージ技術の開発事例
パワーモジュールに求められる高電流密度化，高電圧・大電流化，高温動作化，高信頼化などの性能向上に対して，ナノAg焼結接合による
チップ接合の高耐熱化，DLB構造による内部配線の大電流化，DP（Direct Potting）樹脂封止による高信頼化，冷却フィン一体化による高放熱
化などを実現してきた。持続可能な社会の実現に貢献するためにパワーモジュールのパッケージ技術を進化させ続ける。

Agナノ粒子の焼結接合 DLB構造による大電流化

DP樹脂による熱膨張抑制 かしめ加工による冷却フィン一体化

絶縁基板

Agナノ粒子

パワー半導体
素子

有機保護膜

保護膜を
分解

加圧

パワー半導体
素子

銅リード

はんだ層

はんだ層

DP樹脂

パワー半導体
素子

金属ベース板

絶縁シート
かしめ接合

モジュール
ベース
冷却フィン

持続可能な社会の実現に向けて温室効果ガスの発生を削
減するために，化石燃料使用の抑制や再生可能エネルギー
利用の拡大が求められている。これらを実現するためには，
電力を効率よく変換する高度なパワーエレクトロニクス技
術が不可欠である。三菱電機は家電，自動車用，電鉄，発
電・変電，産業向け機器などの各分野で，パワーエレクト
ロニクス技術を応用した省エネルギー化に資する事業を推
進している。
パワーエレクトロニクス機器に搭載されるパワーモジュー
ルは電力変換を行うパワー半導体素子をパッケージ化した
電子部品であり，数十～数千Aの電流を通電する機能があ
る。パワーモジュールには，高電流密度化，高電圧・大電

流化及び高温動作化に加えて高信頼化などの性能向上が求
められている。
当社はこれまでにシリコン（Si）基板を用いたパワー半導

体素子を継続的に進化させてきたが，更なる低損失化のた
めにシリコンカーバイド（SiC）基板を用いた製品を実用化し
た。これらのパワー半導体素子の進化に対応して，銀（Ag）
ナノ粒子の焼結接合による高耐熱化，ダイレクトリード
ボンディング（DLB）による大電流化，硬質樹脂封止によ
る高信頼化，ヒートシンク一体構造による高放熱化などの
パッケージ技術の開発によって，パワーモジュールを小
型・軽量化，高信頼化など高性能化させて，社会の要請に
応え続けている。

平松健司＊
Kenji Hiramatsu

中島　泰＊
Dai Nakajima
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1．ま　え　が　き

気候変動及びその影響の軽減を目的としてCO2排出量の
削減が求められている。太陽光や風力などの再生可能エネ
ルギーによる発電や，自動車の電動化など，CO2排出量削
減に有効な技術がパワーエレクトロニクスである。身近な
ところではエアコンや冷蔵庫などのヒートポンプをイン
バータ制御して省エネルギーを実現している。これらに
用いるキーパーツが，電力を効率よく変換するパワーモ
ジュールである。パワーモジュールは複数のパワー半導体
素子を組み合わせた電力変換回路を一つのパッケージに収
めた電子部品である。
当社では，Si素材に加えて，SiC素材のパワー半導体素

子を搭載した製品をラインアップしてきた（1）。低損失化や
小型・軽量化，長寿命化などの要求に応えるため，パワー
半導体素子の更なる損失改善や高耐電圧チップの開発を進
めると同時に，パワー半導体素子の性能を最大限に引き出
すパッケージ技術の開発に継続的に取り組んでいる。
本稿では，パワーモジュールの性能と信頼性の向上を支

える当社のパッケージ技術の開発事例を述べる。

2．パワーモジュールのパッケージ構造

パワー半導体素子を直接装置に組み込んで使用できない
ため，パッケージ化する必要がある。図１に当社の代表的
なパワーモジュールのパッケージ構造を示す。ケース型
パッケージは主に大電流や高電圧の産業機器に用いられる。
金属ベース板の上にパワー半導体素子と絶縁基板をはんだ
で接合した積層構造になっている。パワー半導体素子と絶
縁基板の回路電極やケースに内蔵された外部端子とはアル
ミワイヤで接続されている。ケースの内側はシリコーンゲ
ルで封止して外部環境からの保護と回路間の絶縁の役割を
果たしている。熱伝導グリスを介してヒートシンクに固定
され，パワー半導体素子で発生した熱がはんだから，絶縁
基板，金属ベース板，熱伝導グリスを経てヒートシンクか
ら外部へ放出される。一方のモールド型パッケージは，銅
リードフレームにはんだ接合したパワー半導体素子にアル
ミワイヤで配線し，絶縁シートと一体に重ねてモールド樹
脂で絶縁封止した構造になっている。ケース型パッケージ
と同様に，パワー半導体素子で発生した熱は，はんだから，
銅リードフレーム，絶縁シート，熱伝導グリスを経てヒー
トシンクから外部へ放出される。こちらはトランスファー
成形を用いて量産され，主として比較的小電流の家電機器
に用いられる。
差異はあるものの，パワー半導体素子を絶縁基板又は銅

リードフレームに接合し，回路電極や外部端子と配線し，
それを絶縁材料で封止することと，パワー半導体素子で発
生した熱を外部へと放出する経路を形成する点が共通する。
すなわち，チップ接合技術，内部配線技術，封止技術，放
熱構造の形成技術，これら四つの技術がパワーモジュール
に欠かすことのできないパッケージ技術である。

3．パワーモジュールのパッケージ技術

パワーモジュールのパッケージ技術は，高電流密度化
（低熱抵抗），高電圧・大電流化（高耐電圧）及び高温動作化
（高耐熱）に加えて高信頼化（長寿命）の開発が中心になる。

3. 1　チップ接合技術

パワー半導体素子と絶縁基板やリードフレームの接合部
には高い熱伝導性と耐熱性が求められる。鉛（Pb）の使用
を制限する環境規制にのっとり，当社では主に錫（すず）
（Sn）合金系はんだ材料を使用している。接合部の疲労破
壊寿命の向上のため，高耐熱のはんだ材（2）や，後述する封
止技術による熱応力の抑制技術（3）を適用し，高耐熱や長寿
命を実現している。
更なる高耐熱化のためにAgナノ粒子の低温焼結性を用
いたチップ接合技術を開発している（4）。図２にAgナノ粒

金属ベース板

絶縁基板

パワー半導体素子
はんだ

配線
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アルミニウムワイヤ
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ワイヤ

ケース
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パワー半導体素子

モールド樹脂

銅リード
フレーム

絶縁シート

ヒートシンク

ヒート
シンク

熱伝導グリス

熱伝導
グリス

ふた

冷却

冷却

ゲル

⒜　ケース型パッケージ
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図１．パワーモジュールのパッケージ構造
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子の焼結接合の概念を示す。有機保護膜に覆われたAgナ
ノ粒子と溶剤で構成されたペーストを絶縁基板に塗布し，
その上にパワー半導体素子を搭載し，加熱・加圧して接合
する。加熱によって溶剤を揮発させ，有機保護膜を熱分
解させると，Agナノ粒子が互いに接触し，微細粒子の表
面エネルギーを駆動力としてAg粒子同士が焼結し，接合
層が得られる。ナノサイズのAg粒子を適用するため，従
来のSn合金系はんだと同程度の加熱温度で接合可能であ
り，900℃以上の融点を持つチップ接合部を得られた。また，
従来のSn合金系はんだに比べて約５倍の通電サイクル寿命
を示し，はんだ接合部で生じた網目状の亀裂もナノAg焼結
接合部では認められなかった。このナノAg焼結接合をパ
ワー半導体素子の動作温度が175℃になる高温動作パワー
モジュール（2）のほか，自動車用パワーユニット４GL－IPU
（Intelligent Power Unit）のパワーモジュール（5）に適用し，
チップ接合部の熱抵抗の低減を実現した。

3. 2　内部配線技術

内部配線には大電流化と長寿命化が求められる。当社で
はアルミワイヤを用いたワイヤボンド（W/B）を多くの製
品に適用している。高電流密度化や長寿命化のため，より
高強度なアルミ合金ワイヤや銅ワイヤの適用に取り組んで
いる（6）。
従来のワイヤ配線に加えて，銅リードをパワー半導体素

子の表面にはんだで接合するDLB技術を開発した（7）。図３
に従来のW/B構造とDLB構造を示す。W/B構造ではパ

ワー半導体素子の表面の薄い電極層の面内方向が電流経
路になる。一方，DLB構造では電流経路が電極層の厚さ
方向に短縮され，かつ，接合面積を大きくできることで電
流分布が均一化される。これによって，電気抵抗が低減し，
大電流化が容易になった。また，電流分布の均一化によっ
て通電発熱による温度分布もW/B構造に比べてDLB構造
では広がり，平たんになる。従来のW/B構造では熱応力
の繰り返しによるアルミワイヤの疲労破壊が主な故障モー
ドであり，寿命設計の支配因子になるが，DLB構造のは
んだ接合部は比較的低温に抑制されるので疲労破壊の起点
になる亀裂が進展しにくく，通電サイクル寿命を向上さ
せることができる。DLB構造を採用したトランスファーモー
ルド型パワーモジュールT－PM（Transfer molded－Power 
Module）を業界で初めて（注1）HEV（Hybrid Electric Vehicle）
に供給して以降，自動車用パワーモジュール“J1シリーズ”
へ適用を拡大した（8）。
（注１） 2011年４月７日現在，当社調べ

3. 3　封　止　技　術

封止材料は発熱源のパワー半導体素子と直接接するため，
耐熱性と回路間の絶縁を確保する密着性が求められる。
SiC素子による高温動作化を見据えて最大接合部温度

（Tj）＞200℃達成のために，当社ではモールド型パッケー
ジ技術で培った硬質の熱硬化性樹脂による封止技術をケー
ス型パッケージに応用したDP封止技術を開発した（9）。す
なわち，固体状から一旦加熱軟化させた熱硬化性樹脂を金
型へ圧入するトランスファー成形に対して，液状の熱硬化
性樹脂をケースの内側へ注入して封止するものである。エ
ポキシ系樹脂を適用することで200℃を超える耐熱性を得
ることが可能になった。また，セラミックスフィラーや添
加剤を調整することによって，密着性を高め，パワー半導
体素子や絶縁基板と熱膨張率を合わせてチップ接合部に生
じる熱応力を低減することで疲労破壊の起点になる亀裂進
展を抑制し，温度サイクル寿命を向上させた。図４にDP
樹脂による熱膨張抑制の概念を示す。さらに，構成材料の
熱膨張率差によって生じるパワーモジュールの反りを抑制

絶縁基板

Agナノ粒子

パワー半導体素子

有機保護膜

保護膜を
分解

加圧

図２．Agナノ粒子の焼結接合の概念図

⒜　W/B構造 ⒝　DLB構造

アルミニウムワイヤ

表面電極層

パワー半導体素子 銅リード

はんだ層

図３．W/B構造とDLB構造

はんだ層

DP樹脂
パワー半導体
素子

金属ベース板

図４．DP樹脂による熱膨張抑制の概念図
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し，ヒートシンクとの間の熱伝導グリスが押し出される現
象（ポンプアウト）の防止にも効果をもたらす。産業機器用
IGBT（Insulated Gate Bipolar Transistor）モジュール“T
シリーズ”に適用し，自動車用パワーモジュールJ1シリー
ズへと展開している（5）。

3. 4　放熱構造の形成技術

一般にパワーモジュールの発熱は熱伝導グリスを経由し
てヒートシンクへと伝えられる。パワーモジュールには銅
やアルミニウムなどの熱伝導率が高い金属や窒化アルミニ
ウムなどの高熱伝導セラミックス材料が用いられる。ヒー
トシンクにはアルミニウムが主に用いられる。しかしなが
ら，熱伝導グリスの熱伝導率は１～５W/mK程度であり，
他の構成材料に比べて非常に小さいため，放熱を阻害する
一因になる。損失改善によってパワー半導体素子の小型化
が進むと，面積縮小の背反として発熱密度が高くなるた
め，より高い放熱性能が必要になる。これに対応するため，
熱伝導グリスを必要としない直接冷却構造が使われ始めて
いる（10）。
当社では，産業機器用のパワーモジュールの放熱性向上

を目的に，底面に薄板の冷却フィンをかしめ加工によって
一体化した放熱構造を開発した（11）。図５にかしめ加工に
よる冷却フィン一体型パワーモジュールの構造を示す。パ
ワー半導体素子などの回路部品を実装し，封止の完了後に，
モジュールベースの凹部に冷却フィンを挿入し，凸部を加
圧・変形して複数の冷却フィンを固定するモールド型パッ
ケージ構造を適用した。硬質の熱硬化性樹脂でモジュール
内部を充填することで剛性が向上し，かしめ加工の荷重
を受ける構造として適している。熱伝導グリスを介さずに
ヒートシンクの一体化によって低熱抵抗化したことで，出
力密度を従来の約２倍に向上させた。
また，自動車向けにアルミニウム回路（パターン）とアル

ミニウム製冷却フィンをセラミックス製絶縁基板と一体化
した放熱構造を開発し，熱伝導グリス層を削減することに
よる低熱抵抗化と小型化，DP樹脂で封止して接合部の熱
応力を低減することによる温度サイクル寿命の向上を果た
している（8）。図６に当社の自動車用パワーモジュールJ1シ
リーズの構造を示す。先に述べたDLB構造や冷却フィン

一体構造の採用で，従来に比べて搭載面積を約40％，熱
抵抗を約30％低減した。
さらに，自動車用の２モータを駆動するパワーモジュー

ルと昇圧回路，降圧回路を統合した４GL－IPUでは，パ
ワーモジュールと冷却器の間に熱伝導グリスを介する構造
から，パワーモジュールを冷却器に直接はんだ接合する構造
に変更して，熱抵抗の低減と小型化・軽量化を実現した（5）。

4．む　す　び

パワー半導体素子の性能を最大限に引き出し，かつ，安
定的に，長期にわたって使用できるパワーモジュールを実
現するには，パワー半導体素子に発生する熱を効率よく拡
散させる技術が必要になる。また，パワー半導体素子に低
損失で電流を運ぶ配線技術や高温・高湿のほかに腐食性雰
囲気などの厳しい環境下でも安定した絶縁封止技術など，
パッケージ技術も同時に進化させる必要がある。当社では，
持続可能な社会の実現に貢献するためにパワーモジュール
の性能向上をパッケージ技術の進化で支え続ける。
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設計品質作り込み活動
製品・サービスの品質向上を狙いにして取り組んでいる設計品質作り込み活動を示す。設計段階から品質の作り込みを行うことで，市場での
不具合や試作段階での問題を未然に防止し，品質フロントローディングを図るとともに，その結果として設計部門の働き方改革の実現も図って
いる。その具体的な取組みとして，“本来の設計”の実践活動や“不具合の再発防止”活動を推進している。

製品企画 構想設計 詳細設計 生産試作・評価 市場

設
計
工
数

品質フロントローディング

問題低減
（手戻り削減）

本来の設計

不具合の再発防止活動

“本来の設計”の実践活動体制

目指す姿

製品仕様・外乱・内乱の見極め
・製品仕様：顧客要求，達成すべき機能，コスト
・外乱：使用環境，使用条件等のばらつき
・内乱：部品，製造，特性等のばらつき

リスクの見極め 市場や後工程で起こり得る問題の見極め
ロバストな設計 外乱・内乱，リスクに対する適切な設計
製品の実力・弱点の見極め 寿命，限界，壊れ方の見極め

不具合事例の共有 製品の不具合事例をデータベース化
教訓・注意点の活用 不具合原因・教訓を製品開発に適用

実践の推進 “本来の設計”の実践を推進する体制
技術課題の解決 “本来の設計”実践時の技術課題を解決する体制
人材育成 “本来の設計”の実践推進や後進を指導する人材を育成する体制

改善後
改善前

不具合低減
（手戻り削減）

三菱電機の企業理念体系での“私たちの価値観”に掲げ
る“社会と顧客の満足が得られる製品・サービスを最高の
品質で提供する”を実現するための一つとして，製品開発
の上流である設計段階の品質作り込み活動をDQI（Design 
Quality Improvement）活動と称して推進している。
この設計段階の品質作り込みでは，独自に定義した“本

来の設計”の実践や“不具合の再発防止”などの活動を通じ
て，市場での不具合や試作段階での問題の削減を図ってい
る。その結果，それらに対応する手戻り作業を削減する品
質面でのフロントローディング化（以下“品質フロントロー
ディング”という。）を図り，設計部門の働き方改革にも寄
与することを狙いとしている。

“本来の設計”の実践活動では，“本来の設計”を実践する
設計品質キーパーソンの育成と，実践時の技術課題の解決，
継続的な実践の推進の三つの体制で活動を推進している。
また，“不具合の再発防止”活動では，顧客に迷惑を掛け
た不具合や迷惑を掛ける可能性があった内容を二度と発生
させないために，過去に経験した失敗事例やその原因と失
敗経験から得た知識や教訓を共有し，製品設計にフィード
バックする取組みを行っている。
これらの取組みを通じて設計段階で品質を作り込み，不

具合を削減するとともに，社会と顧客の満足が得られる製
品・サービスの提供を図っている。

長江雅史＊
Masashi Nagae

新　壮一郎＊
Souichiro Atarashi三菱電機での設計品質作り込み活動

Design Quality Improvement Activities at Mitsubishi Electric
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1．ま　え　が　き

当社の企業理念体系での“私たちの価値観”に掲げる“社
会と顧客の満足が得られる製品・サービスを最高の品質で
提供する”を実現するための一つとして，製品開発の上流
である設計段階の品質作り込み活動をDQI活動と称して
推進している。
この設計段階の品質作り込み活動では，不具合の未然防

止のための取組みとして独自に定義した“本来の設計”の実
践活動と，顧客に迷惑を掛けた案件や迷惑を掛ける可能性
があった案件を二度と発生させないための取組みとして
“不具合の再発防止”活動を行っている。
これらの活動を通じて，市場での不具合や試作段階での

問題の削減によって，これらの不具合や問題に対応する手
戻り作業を削減する品質フロントローディングを図り，設
計部門の働き方改革にも寄与することを狙いとしている。
“本来の設計”の実践活動では，製品仕様とリスクを見極
めて，ロバストな設計を行い，製品の実力を現物で見極め
る設計と定義して実践している。そして，実践する設計品
質キーパーソンの育成，実践時の技術的課題の解決，継続
的な実践の推進の三つの体制を構築し，設計品質の作り込
みに取り組んでいる。
また“不具合の再発防止”活動では，過去に経験した失敗

事例やその原因と失敗経験から得られた知識や教訓を共有
し，製品設計にフィードバックを行っている。
本稿では，“本来の設計”の実践活動と“不具合の再発防
止”活動について述べる。

2．“本来の設計”の実践活動

2. 1　“本来の設計”とは

不具合の未然防止を狙いに，図１に示す品質作り込み設
計フローに従って実施する設計を“本来の設計”と定義した。

この品質作り込み設計フローは，当たり前に設計すべき
事項と一連の流れを示したフローであり，まず，使用環境
や使用条件等のばらつき，使用部品や製造条件，特性等の
ばらつきを考慮した製品の仕様を決定する。次に，決定し
た仕様を実現する際のリスクを過去の不具合事例などを活
用して見極め，続いて，リスクに対応したロバストな設計
を行う。そして，現物で寿命，限界，壊れ方の見極めをす
ることで製品の実力，弱点を見極め，設計にフィードバッ
クするフローにしている。

2. 2　実践活動の体制

“本来の設計”の実践活動を全社で2011年度に開始した。
“本来の設計”を継続的にかつ確実に実践するために，三つ
の体制を構築した。図２に“本来の設計”の実践活動の体
制を示す。一つ目は“人材育成”の体制であり，実践者か
つ推進者，後進の指導者になる設計品質キーパーソン（以
下“KP”という。）を育成する。二つ目は“技術課題の解決”
の体制であり，“本来の設計”を行う際の共通的な技術課題
を効率的・効果的に解決する。三つ目は“本来の設計”“実
践の推進”の体制であり，育成したKPによる実践を推進・
支援する。次にこれらの体制の取組みを述べる。

2. 3　実践活動の取組み

2. 3. 1　人　材　育　成

人材育成の体制では，KPの体系と育成方法を設定し，
KPの育成を行っている。
事業所でのKPの体系は図３に示すとおり，事業所を統
括する“事業所KP”，製品設計を担当する部レベルで“本来
の設計”を牽引（けんいん）する“部KP”，課レベルで牽引す
る“課KP”からなるピラミッド型にした。このKP体系を基
に，“事業所KP”が“部KP”を，“部KP”が“課KP”を，“課KP”
が技術者を育成する体制を構築した。

製品仕様・外乱・内乱の見極め
・製品仕様：顧客要求，達成すべき機能，コスト
・外乱　　：使用環境，使用条件等のばらつき
・内乱　　：使用部品，製造条件，特性等のばらつき

リスクの見極め
市場や後工程で起こり得る問題の見極め

ロバストな設計
外乱・内乱，リスクに対する適切な設計

製品の実力，弱点の見極め
寿命，限界，壊れ方の見極め

図１．品質作り込み設計フロー

育成・指導

育成・指導

育成・指導

部KP

課KP

技術者（設計者，評価者）

事業所KP

図３．KPの体系と育成・指導

“本来の設計”実践の推進 技術課題の解決

人材育成（KP育成）

“本来の設計”の実践活動（設計品質向上）

図２．“本来の設計”の実践活動の体制
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KPの育成方法として，育成の開始後３年目に自立して
“本来の設計”の実践活動を実施できる人材として育成する
ために，２か年計画のカリキュラムを構築した。図４に
KP育成方法を示す。
１年目は社内ゼミナールの座学によって，①設計品質の

向上のためのマインド，②“本来の設計”の考え方や実践す
るための手法などのスキル，③担当部門を牽引するための
リーダーシップに必要なことを習得し，担当部門の課題抽
出と解決に向けて行うことを提言としてまとめる。
２年目は“本来の設計”の実践活動に対する理解を深める

ために，提言内容を基に設計品質向上活動を実践し，その
成果を報告する。
この体系と育成方法によって，確実にかつ早期育成を図

り，現在，約1,150名（2020年度初め）をKPとして認定し，
現在も継続してKP育成を行っている。

2. 3. 2　技術課題の解決

“本来の設計”を実践する際には，様々な問題が発生する。
“技術課題の解決”の体制では，これらの問題で技術的な課
題を効率的・効果的に解決するために，“事業所KP”をメン
バーとした分科会を設置している。
この分科会では，主に①共通的な技術課題の抽出，②技

術課題を解決する手法の検討とガイドラインなどの文書整
備，③全事業所への迅速な展開を行ってきた。各種ガイド
ラインには，理論や考え方に加えて，既に実践している事
業所の良好事例を掲載することで，より具体的な改善内容
を理解でき，改善の加速につながっている。
また，ガイドラインの内容や解決方法の説明会を従来の

人が集まる集合形式から，リモート形式にすることで，受
講者の規模を約20名/回から約500名/回に拡大し，展開の
迅速化を図っている。
構築したガイドラインとチェックシートの例を次に挙げる。
①不具合原因となる設計（耐防食，耐劣化，強度確保等）
の方法や注意点を掲載したガイドライン

②デザインレビュー実施方法や実施時の勘所などを掲載
したガイドライン

③機能限界の確認方法や製品の弱みの把握方法に関する
ガイドライン

④使用環境・使用条件を見極めるためのチェックシート
などである。

2. 3. 3　実践の推進

“本来の設計”を確実に実践し続けるために，行政面の課
題を解決する体制として，個々の事業所を統括する“事業
所推進事務局”と全事業所を統括する“全社推進事務局”を
設置した。体制を図５に示す。
“事業所推進事務局”は，各事業所が自立して“本来の設
計”の実践を推進する組織であり，21の事業所に設置して
いる。既に育成したKPと連携し，“本来の設計”を実践し
やすい環境構築や独自の改善施策の構築，“課KP”の育成な
どを行っている。
また，“全社推進事務局”は，当社の設計品質の状況を

捉えて，問題点や解決策，改善事例・改善成果を“事業
所推進事務局”に展開している。また，育成したKPが継
続して実践するために，研鑽（けんさん）会の開催やDQI
ニュースの発行を行っている。
この研鑽会は，改善事例の共有，課題に対する改善策の

検討などKP同士が切磋琢磨（せっさたくま）する会として
開催し，設計品質を見つめ直す場にしている。また，DQI
ニュースは，KPのモチベーションアップを狙いに，会社
幹部による設計品質向上のためのメッセージやKP紹介，
良好事例を掲載して年２回発信している。
これらの取組みを通じて，育成したKPによって約150件/
年の改善活動に取り組み，不具合の削減などの設計品質向
上に寄与している。

3．不具合の再発防止活動

3. 1　過去不具合のデータベースの構築

不具合は，使用環境や使用条件，構造部材の検討不十分
などの失敗が原因で多く発生する。しかし，不具合が起こ

１年目
社内ゼミナール
・ “本来の設計”の
実践活動の考え
方， 解決策（設計
ツール）を習得

・ 各部門の課題
解決を提言

２年目
実践試行
各事業所で提言
内容（課題解決）
を実践

３年目
実践，推進
各事業所で， 自立
して“本来の設計”
の実践活動の実践
と後進指導を実施

提
言
報
告

成
果
報
告

Ｋ
Ｐ
認
定

図４．KP育成方法

事業所

技術面

課KP

部KP

行政面

事業所
推進事務局

事業所
推進事務局長

全社推進組織

全社推進事務局

全社推進事務局長

・研鑽会の開催
・DQIニュースの発行

連携 連携 ・問題点・解決策の共有
・改善事例，成果の共有

事業所KP

図５．“本来の設計”実践の推進体制
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る原因に関する知識があれば，その知識に基づいて危険を
予知して十分な検討と対策を行うことができ，未然に不具
合（失敗）を防ぐことが可能である（1）（2）。特に，当社は，家
庭で使用する家電製品や公共で使用する電力向けや鉄道向
けの電機機器など様々な製品を社会・顧客に提供しており，
失敗した当該製品の経験を他製品の知識として展開するこ
とは当社製品の品質を高めるために非常に有効である。し
たがって，不具合から得られた教訓を知識として蓄えて，
同じ失敗を繰り返さない，さらには類似した失敗を起こさ
ないように有効活用することが重要である。
当社では，各事業所に散在する過去に経験した失敗事例

や失敗に至る可能性があった事例と，得られた教訓，社
内有識者による留意事項を蓄積したデータベース“失敗
GAKU知恵Q増”（以下“知恵Q増”という。）を2004年10月
に構築した。そして，継続して失敗事例の充実化や拡充を
図るとともに，知恵Q増の周知と活用による不具合の再発
防止活動を推進している。図６に知恵Q増の概念を示す。
周知徹底のため，失敗事例とその教訓や，再発の可能性

が高い失敗の注意喚起をメールで週次配信している。また，
活用では，失敗の知識や教訓を基にした設計仕様や製品評
価条件の検討や，失敗事例の原因を基に発生した不具合の
原因究明につなげている。また，失敗事例の確認時の技術

的質問，より詳細な内容の確認などのために，社内有識者
に問い合わせる窓口を設置している。
現在では，知恵Q増に約1,500事例を蓄積し，当社グ

ループの約10,000人が利用している。

3. 2　知恵Q増による不具合の再発防止の取組み

知恵Q増に蓄積した失敗事例は，設計段階での確認を容
易化するために，表１の七つの設計分野に分けて，さらに，
技術分野を細分化している。また，個々の失敗事例は，現
象，教訓，留意事項の項目に分けて記載するとともに，類
似する事例と関連付けている。
利用者は，失敗事例を分野やキーワードで検索することで，
自身の担当業務に関連する失敗事例を見つけて，教訓や留
意事項の知識を不具合の再発・未然防止に活用している。

3. 3　知恵Q増の継続的な改善

知恵Q増の有効性や利便性を向上させるためにシステム
の改善にも取り組んでいる。
システムの改善では，利用状況をリアルタイムに把握す

る機能や“役立ったボタン”によって有効性を定量的に集計
できる機能などの強化を行ってきた。また，利用者の声を
反映させるための改善チームを編成し，利便性を向上さ

せるとともに，活用促進による類似不具合の削減を
図っている。

4．む　す　び

“社会と顧客の満足が得られる製品・サービスを最
高の品質で提供する”を実現する設計品質の作り込み
について，今回，“本来の設計”の実践と“不具合の再
発防止”活動について述べた。これらの設計品質作り
込み活動を通じて設計品質の向上を図り，当社製品
の不具合削減に貢献している。
当社が提供する製品の更なる品質向上や変化して

いる市場ニーズに対応するため，継続的に品質改善
活動を推進していく。

参　考　文　献

⑴ 畑村洋太郎：失敗学のすすめ，音声言語医学，43，No.2，
182～188 （2002）

⑵ 飯野謙次：失敗知識の活用，イベント学会2004年度研究
大会発表論文集，5～20 （2004）

表１．知恵Q増での失敗事例の分野
1.電気・電子部品 2.材料 3.生産 4.機械 5.電気・電子 6.ソフトウェア 7.環境
⑴絶縁不良
⑵接触・結線不良
⑶腐食・破裂・破損
⑷半導体

⑴金属材料
⑵プラスチック
⑶マグネットワイヤ・
　絶縁被膜・ゴム
⑷ガラス・セラミック
⑸接着剤

⑴機械加工・表面処理
⑵成形・注型・鋳造
⑶接着・結合
⑷基板実装・
　はんだ付け

⑴構造部材の変形・
　破壊
⑵機械要素の損傷
⑶振動・機構
⑷熱／流体・騒音

⑴絶縁
⑵静電気
⑶EMC
⑷電磁気
⑸パワエレ
⑹電子回路

⑴組み込み系
⑵エンタープライズ系

⑴廃棄物・リサイクル
⑵公害防止
⑶土壌・地下水汚染

EMC：ElectroMagnetic Compatibility

事業所A

“知識”

“知識”
の活用

有識者

留意事項の補填

失敗GAKU知恵Q増

失敗事例
・現象
・教訓
・留意事項

情報
共有

社内情報共有

“知識”の蓄積

システム・コンテンツ改善

再発・未然防止

技術的な質問・相談

周知徹底

教訓・注意
喚起配信

“知識”
の蓄積

失敗

事業所B

“知識”

失敗

事業所C

“知識”

失敗

事業所A

失敗
防止

情報
共有

情報
共有

防止

事業所B

失敗

防止

失敗

事業所C

図６．失敗GAKU知恵Q増の概念図
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＊環境推進部　†先端技術総合研究所28（312）

当社グループの“環境ビジョン2021”と“環境ビジョン2050”の概念
環境ビジョン2021では，独自に定量評価ツールを開発し，設計開発段階の製品環境アセスメントに導入することで，環境配慮設計を推進し
てきた。環境ビジョン2050では，環境配慮設計だけでなく，“製品を組み合わせたソリューションビジネス”や“製品を長く有効に使用してもら
うためのサービス”による環境負荷を評価・低減し，当社グループの製品やサービスを通じた環境貢献を更に拡大していく。

3R：Reduce，Reuse，Recycle 

・ 環境配慮設計
・ 製品を組み合わせたソリューション
 ビジネスによる環境貢献拡大
・ 製品を長く有効に使用してもらうための
 サービス展開

環境ビジョン2021

・ 製品使用時のCO2排出量
  30％削減（2000年基準）

・ 生産時のCO2排出総量
  30％削減（1990年基準）

・ 発電時のCO2削減への貢献

・ 製品3Rの推進

・ 資源投入量削減

・ ゼロエミッション

技術と行動で
人と地球に貢献する

生物多様性保全への対応
自然との共生， 環境マインドの育成

低炭素社会 循環型社会

製品 ・ サービスでの対応
ファクタX， LCAを活用した環境配慮設計

環境宣言

大気， 大地， 水を守り， 心と技術で未来へつなぐ

環境ビジョン2050

三菱電機グループは， 
環境問題につながる
様々な要因の解決にむけて， 
一人ひとりの想いをつないで， 
新しい価値の創出に挑戦し， 
持続可能な未来をつくります。

1
多岐にわたる事業を
通じて環境課題を
解決する

2
次世代に向けて
イノベーションに
挑戦する

3
新しい価値観， 
ライフスタイルを
発信， 共有する

三つの環境行動指針

気候変動対策
資源循環
自然共生

長期的活動
イノベーション
人材育成

ニーズの把握
新しい価値の共創， 発信

地域共生

重点取り組み

三菱電機グループは，三菱電機の創立100周年である
2021年を目標年とする“環境ビジョン2021”を策定し，“低
炭素社会の実現”“循環型社会の形成”“自然共生社会の実
現”の三つのテーマに分けて取組みを推進してきた。
特に，低炭素社会の実現では，“製品使用時のCO2削減”

と“製品使用時CO2削減貢献量の拡大”を重要課題と定めて，
製品の改善に取り組んできた（1）。
製品の設計開発段階では，資源の採取から設計・製造，

使用後までの製品ライフサイクル全体を俯瞰（ふかん）し，
環境負荷の低減を志向する“ライフサイクル思考”を取り入
れるため，“資源の有効活用”“エネルギーの効率利用”“環
境リスク物質の排出回避”の視点で定めた製品環境アセス

メントを導入し，製品開発も推進してきた。また，製品環
境アセスメントでの定量評価を実現するため，製品の環境
配慮設計を数値化するツールとして，ファクタXやLCA
（Life Cycle Assessment）を独自に開発し，製品での環境
負荷の特定や評価に活用してきた。
当社グループでは，環境ビジョン2021の下で環境配慮

設計を主に進めてきたが，2019年６月に新たに“環境ビ
ジョン2050”を策定して，新しい取組みを開始した。環境
ビジョン2050では，製品単体だけでなく，製品を組み合
わせたソリューションビジネスや，製品を長く有効に使用
してもらうためのサービスなども評価していき，製品や
サービスを通じた環境貢献の拡大につなげていく。

深井泰雄＊
Yasuo Fukai

広瀬悦子†
Etsuko Hirose

三菱電機グループでの環境配慮設計
の取組み
Mitsubishi Electric Group’ s Initiatives of Design for Environment
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1．ま　え　が　き

当社グループでは，環境ビジョン2021の下で，“製品使
用時のCO2削減”と“製品使用時CO2削減貢献量の拡大”に
ついて目標を定めて，環境配慮設計を進めてきた。
製品の設計開発段階では，新規開発製品を対象に，社内

規定で定められた“製品環境アセスメント”を実施し，環境
配慮製品の開発に取り組んできた。この製品環境アセスメ
ントでは，CO2削減の貢献にとどまらず，“MET（Material
（資源の有効活用）Energy（エネルギーの効率利用）Toxicity
（環境リスク物質の排出回避））”の視点で定めた定量評価も
実施してきた。
また，製品環境アセスメントの中でライフサイクル思考

を実現するため，当社グループでは，LCAやDfD（Design 
for Disassembly）のツールを使って，製品を評価する独
自のシステムを開発した。これによって，当社グループの
製品での環境負荷に影響を及ぼす材料の特定や，当社グ
ループが推進する自己循環リサイクルによる，温室効果ガ
ス排出量の削減効果の定量化を行うことができた。

2．環境ビジョン2021と成果

当社グループは，“低炭素社会の実現”に向けて，製品の
省エネルギー性向上や温室効果ガスの抑制に取り組んで
きた。環境ビジョン2021の最終年度となる2020年度には，
“2000年度比で，製品使用時のCO2排出量について平均削
減率35％”という目標を掲げて取組みを推進してきた。
直近の集計データになる2019年度では，パワーデバイ

スや空調機を中心にエネルギー効率を向上させ，また省エ
ネルギー性能の高いパワーデバイスや給湯システム機器な
どの販売を促進したことから，平均削減率は98製品群で
2000年度比で37％になっており，2020年度以降も引き続
き，省エネルギー性能の改善を進めている（図１）。
また，当社グループでは，“製品使用時CO2削減貢献量”

の見える化・拡大にも取り組んできた。CO2削減貢献量と
は，旧製品から省エネルギー性能の高い新製品への置き換
えによって削減できたとみなすCO2の量で，式⑴で定義する。
CO2削減貢献量＝１台当たりの製品使用時CO2削減効果

×当年度販売台数 ………………… ⑴
CO2削減貢献量の算出に当たっては，公的規格や業界で
定めた算定方法を用いているが，算定方法がないものにつ
いては，独自に製品の使用シナリオを定めて算出する。中
間製品は，GHG（GreenHouse Gas）プロトコルのScope 3
ガイドラインに基づき，製品質量や売上高比で按分（あん
ぶん）して算出する。

第９次環境計画（2018～2020年度）では“CO2削減貢献
量7,000万トンの維持”という目標を掲げた。2019年度は，
国内外の設備投資の需要停滞や各国での新車販売の減少な
どによって，産業メカトロニクス部門の事業が低迷した影
響を受けて，2018年度よりも低い結果になった。しかし
一方で，パワーデバイスや空調機を中心にエネルギー効率
を向上させ，また省エネルギー性能の高いパワーデバイス
や給湯システム機器などの販売を促進したことから，CO2
削減貢献量は7,600万トンになり，目標を達成できた（図２）。
これら製品やシステムによる省エネルギー効果は，当社
グループが2019年度に排出したCO2の約70倍に相当する。
製品やサービスを通じた温室効果ガスの排出抑制は，ます
ますその重要性や社会からの期待が大きくなっていると感
じており，製品のエネルギー効率を高めながら，製品使用
に伴うCO2排出量の削減に引き続き貢献していきたい。
また，当社グループは，2020年１月に2030年に向けた
当社グループの温室効果ガス削減目標を設定し，科学的
な根拠に基づいた目標であると承認され，SBT（Science 
Based Targets）イニシアチブの認定を取得した。今後，
長期的な温室効果ガス削減に向けたロードマップをより具
体化し，更なる削減施策を進めていくことにしている。

3．環境配慮設計の推進

3. 1　ファクタXによる環境配慮設計評価

当社グループでは，2003年度から全ての新規開発製品
を対象に“MET”の視点で定めた“製品環境アセスメント”
を実施してきた。2015年度からは，ライフサイクル思考
をベースとする国際標準規格に対応した環境適合設計の
ルールに基づいて運用している。そして，製品の環境効率
の向上度指標“ファクタX”についても，“製品環境アセスメ
ント”に使用できるよう，これに合わせたMET基準での
独自の算出法を定めて取り組んできた（2）。

第9次環境計画目標
（2020年度）

2018年度 2019年度

36％ 37％ 35％
以上

図１．2000年度を基準とした製品使用時CO2の平均削減率

第9次環境計画目標
（2020年度）

2018年度 2019年度

7,700
万トン－CO2

7,600
万トン－CO2

7,000
万トン－CO2
以上

図２．製品使用時のCO2削減貢献量
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式⑵で定義するファクタは，製品の価値（性能）と環境負
荷について新旧製品など複数製品の比較を行う指標であり，
多機能化する製品での環境負荷の増加の妥当性を評価する
手段の一つになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 …………… ⑵

ファクタの基になる“環境効率”については，2012年５月
に国際標準規格ISO 14045が発行され，価値を分子，環境
負荷を分母として評価することが一般的になっている。そ
こで，当社グループのファクタでは，環境効率は式⑶のよ
うに価値を製品性能，環境負荷は資源（M），エネルギー消
費（E），有害物質（T）を考慮したMETを用いて，環境配慮
設計を評価してきた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 … ⑶

環境負荷は，METそれぞれで与えられたベクトルの合
成方式によって算出されるため，この方式では，バランス
の取れた環境性能の改善を行うことによって，より環境効
率を高めることができる（図３）。
また，環境負荷の考え方では，エネルギー消費（E）では，
製品使用時だけでなく，製品ライフサイクル全体で発生
するCO2排出量を，有害物質（T）では，RoHS（Restriction 
of Hazardous Substances）対象物質などの環境負荷物質
の含有量を，それぞれ加味させた計算式を導入している。
この考え方によって，製品ライフサイクル全体を考慮した
定量評価を実現し，新規開発製品の環境配慮評価に適用し
てきた。

3. 2　ライフサイクル思考を実現する評価・設計手法

LCAは，製品の環境負荷を原料調達から製造，輸送，
使用，廃棄のライフサイクル全体にわたって評価する手法
であり，環境配慮設計に不可欠である。一方，DfDは，各
素材や部品構成から製品のリサイクルコストや資源の有効
利用の観点でリサイクル率などを評価する手法であり，解
体・リサイクル性も環境配慮設計の重要な要素である。そ
こで，製品環境アセスメントを行うに当たって，LCAと
DfDを同時に評価できる簡易評価ツールを開発した。この

ツールでは，社内共通部品や廃棄処理プロセスなど，当社
独自のLCA用データベースを構築し，評価手順も規格化
した。また，DfD評価時に入力した構成部品のリサイクル
データを共有化することで，従来に比べて少ない入力項目
で使用材料や製造・工程プロセスの見直しなどが可能にな
り，さらにファクタXとの連携も確立した（図４）。
LCAは国際規格（ISO 14000／14040）に基づいて評価す
ることで客観性・信頼性もあり，定量化した自社製品の評
価結果の公表に適している。当社グループでも，１単位面
当たりに制御・計装・監視の三つの機能を複合した“電子
化複合機能盤”やコンパクトで屋外設置可能な低消費電力
タイプの屋外光ネットワーク装置“MELNET－ES1100／
ES1200”にLCAを用いて，環境情報を定量的に開示する
“エコリーフ環境ラベル”を取得し，製品カタログなどの資
料にこのラベルを表示することで，製品環境情報を積極的
に公開してきた（図５）。
近年，環境意識の高い欧州では，顧客からLCA結果の
情報開示を要求されるケースがある。当社グループの欧州
向け製品“ATW（Air to Water）ヒートポンプシステム”に

ファクタ＝現在の評価製品の環境効率基準年の製品の環境効率

環境効率＝ 価値（製品性能）
環境負荷（資源 ・ エネルギー消費 ・ 有害物質）

評価製品の環境負荷＝   0.682＋0.952＋0.512

基準製品の環境負荷＝   3
E

0.95
0.51

0.68

T
1

1

1
M

図３．環境負荷の考え方（基準製品＝√3固定）

LCA－DfD
簡易評価
ソフトウェア性能指標

　基本機能×製品寿命
製品の

環境効率指標

BOD ： Biochemical Oxygen Demand， COD ： Chemical Oxygen Demand

 M ： 資源の有効活用
 E ： エネルギーの
   効率利用
 T ： 環境リスク物質の
   排出回避

ファクタX

入力情報
工程ごとの
 ・ 素材重量
 ・ エネルギー
 ・ 輸送手段 ・ 距離

入力情報
 ・ 解体時間
 ・ 材料種類・重量
 ・ 分解方法

環境負荷
工程別， 材料別の
 ・ 大気への負荷
　（CO2，NOx，…）
 ・ 水への負荷
　（BOD，COD，…）
 ・ 環境負荷項目
　（例 ： 温暖化）別
　 の負荷

リサイクルコスト
 ・ 解体人件費
 ・ 解体材料費

リサイクル指標率
 ・ リサイクル率
 ・ リカバリー率
 ・ 再商品化率

LCA機能

DfD機能

ファクタ
X

LCA

DfD

データ
ベース

図４．DfD－LCA簡易評価ツールの構成

MELNET－ES1100

MELNET－ES1200

図５．製品へのエコリーフ環境ラベルの表示
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ついても，海外販社に対して情報開示要求があり，ライ
フサイクル全体を通して排出される温室効果ガスの排出量
を算定した。この算定結果については，クリティカルレ
ビュー（ISO 14071準拠）を受審し，空調機器で国内初（注1）

のLCA認証を取得できた。
さらに，ATWについては，地球温暖化だけを重視した

LCAではなく，水や資源，人間健康など15項目の環境影
響評価を対象とする“環境フットプリント”についても評
価した（3）。その結果，15の影響領域の中から重要な領域と，
その中から環境負荷に影響を及ぼす材料を特定し，対策と
して熱交換器の伝熱管の材料変更を行い，それに伴う環境
負荷低減効果を検証できた（4）。
（注１） 2015年３月12日現在，当社調べ

3. 3　LCAによるリサイクル工程の評価

当社グループでは，1999年から業界初になる家電リサイ
クル工場を稼働させ，手解体で回収したプラスチックを再
び家電製品に用いる“自己循環リサイクル”を推進してきた。
2010年には，これまでシュレッダーダストとして埋立て
又は焼却処分されてきた使用済み家電の混合破砕プラス
チックから，主要３大プラスチック（PP（ポリプロピレン），
PS（ポリスチレン），ABS（アクリルニトリルブタジエンス
チレン））を自動選別・回収し，高純度で家電製品に利用
可能な国内初（注2）の“大規模・高純度プラスチックリサイ
クル”を開始した（5）。これによって，安定的に高純度のPP，
PS，ABSが調達可能になり，冷蔵庫，エアコンを中心に
従来の手解体工程では６％程度であったプラスチックの
“自己循環リサイクル”を80％へと飛躍的に拡大した（図６）。
これまでに，この一連の家電リサイクル工程での温室効果
ガス排出量を定量化し，自己循環リサイクルの優位性を検
証してきた（6）。
現在は，リサイクルプラントの処理量，処理時間，マテ

リアルバランス，各処理工程のエネルギー量などのデータ
を基に，温室効果ガス排出量を算出できる評価ツールを使
用している。このツールでは，混合プラスチックの構成比
と破砕・選別，リペレット工程のデータを入力することに
よって，工程別の温室効果ガス排出量や他のプラスチック
処理法との比較が可能になり，混合プラスチック処理時の
環境負荷の定量値を毎年更新できる仕組みを構築している。
このツールを使用し，各リサイクル処理で不足する産物

を新規材料によって補い，アウトプットが等価になるよう
に設定した製品バスケット法で算定したところ，2019年
度の自己循環リサイクルでは，埋立て時に比べて約76％，
ケミカルリサイクルに比べて約82％の温室効果ガス排出
量の削減につながる結果が得られた。
このように，環境負荷物質からの温室効果ガスの排出量

を定量化することによって，製品のライフサイクル全体に
わたる各工程で様々な分析が行われ，環境負荷になる主要
因の特定が可能になる。また，その結果を製品の設計開発
にフィードバックすることで，より効果的な環境対策を講
じることができると考える。
（注２） 2010年６月２日現在，当社調べ

4．む　す　び

今後は，全ての新規開発製品について，製品の基本デー
タと合わせて，製品環境アセスメントの環境データを登録・
分析するシステムを構築し，当社グループでの環境配慮設
計を一元管理できる仕組みを構築することにしている。こ
れによって，環境配慮設計のきめ細かな管理が可能になり，
全製品で環境配慮設計が着実に推進されることを目指す。
また，当該システムでは，製品を組み合わせたソリュー
ションビジネスや，製品を長く有効に使用してもらうため
のサービスなどによって生まれる環境負荷の低減も評価す
る仕組みも導入する。これによって，環境ビジョン2050
の達成に向けて，当社グループの製品やサービスを通じた
環境貢献の拡大につなげていく。
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三菱電機の創立100周年に当たり，主に当社の事務処理
分野で情報システムが果たしてきた役割を振り返り，今後
の情報システムの方向性・展望について紹介します。
当社での社内情報システムの適用は1952年，紙カード

を記録媒体とした穿孔（せんこう）カードシステムを用いた
統計表や帳簿の作成が始まりとされています。その後，事
業拡大に伴って業務量が飛躍的に増え，適用領域も拡大し，
業務の効率化と平準化に大きく寄与してきました。
1968年には家庭電器などの量産事業が売上高の過半を
占めました。そこで，1972年にメインフレームを用いた
国内最初のオンライン物流システムMOLDIS（Mitsubishi 
On Line Distribution Information System）を稼働し，こ
れら製品の物流効率化に大きく寄与しました。
1980年代に入るとデータベースやデータ通信を効率的
に処理できるミドルウェア技術が普及しました。当社でも
これらの技術を用いた本格的なオンラインシステムを開発
し，処理の高速化と業務処理の短サイクル化を実現しまし
た。会計システムでは手書き伝票によるバッチインプット
が各部門での端末による都度インプットになり，経理部門
の業務平準化と決算日程の短縮化に大きく寄与しました。
1990年代に入るとコンピュータのパラダイムシフトが

始まりました。当社でもメインフレームは基幹システム
を中心に，その周辺システムはUNIX（注1）やWindows（注2）

サーバで開発したシステムが数多く導入されるようになり
ました。特にExcel（注2）などパソコンのOAソフトウェアと
の連携が容易なシステムではユーザーが，自らシステムか
らダウンロードしたデータを活用して管理資料を効率的に
作成する，いわゆるEUC（End User Computing）が普及
しました。また，このころ当社では中国への生産移管を進
めて，さらに北米，欧州，東南アジア，中国に販売会社や

製造会社を設立しました。これらはグローバルレベルでの
調達・生産・販売・在庫に加えて，物流の最適化を目指す，
いわゆるグローバルオペレーション業務の高度化を必要と
しました。情報システムでは海外会社へのシステム導入に
加えて，各拠点と販売，生産，在庫等のデータを逐次収集
し，グローバルオペレーションを支えるPSI（Production，
Sales，Inventory）とSCM（Supply Chain Management）
のシステム開発を加速し，最適な販売，生産調整と供給網
を整備しました。
2000年代に入るとインターネット通信をベースとした

Webシステムの全盛を迎えます。当社でもこれらの技術を
用いて全社会計システムをメインフレームからUNIXサーバ
へのダウンサイジングを行い，オープン化システムの先駆
けになりました。そしてこれらは，情報システム費用の大
幅な削減を果たしました。このころ世の中ではBI（Business 
Intelligence）に代表される優れた分析ツールが普及し始
め，当社でも経営指標による経営分析から生産部門の品質
分析，販売部門の売上分析まで広く適用されるようにな
りました。また，ERP（Enterprise Resources Planning）
パッケージも進化し，様々な企業に導入されていきました。
当社では1990年代半ばから他社に先駆けてERPパッケー
ジ導入を始めていますが，部分的な業務の適用にとどまり，
また機能追加も多く，バージョンアップに苦慮しています。
この反省は，今後の業務パッケージ導入に生かしていかな
ければなりません。
当社の情報システムは，これまで，事務部門の合理化か

ら始まり，事業の拡大に合わせて販売・調達・生産・アフ
ターサービスといった個々の事業の最適化・効率化に加え
て，海外拠点の情報システムをつなぐことによって事業全
体のグローバル化を支える情報システムを開発・整備して

Manager, Corporate IT Division
ITシステム推進室 専任

三菱電機での情報システムが果たしてきた役割
と今後
Role of Information Systems in Mitsubishi Electric：Past，Present，Future

Takehiko Kumade熊手剛彦
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きました。これらは一定の役割を果たしてきましたが，グ
ループ全体を俯瞰（ふかん）すると多数のシステムが稼働し，
重複した機能・システムも多く存在しています。結果とし
ていわゆるサイロ化が進み，システム間インタフェースが
複雑になり，必要な情報がタイムリーに収集できていると
は言いがたい状況にあります。さらにはシステム数が多い
ことによって運用の煩雑さに加えて，法改正，監査への対
応，組織改編，事業再編への負荷も高くなってきています。
2018年経済産業省から発表された“DXレポート～ITシ

ステム「2025年の崖」の克服とDXの本格的な展開～”（1）で
は事業や部門ごとに個別最適で開発された多くの業務シス
テムが，組織の垣根を越えた全社的なデータ活用を阻害し
ているという報告がありました。当社も同様の状況にあり
ます。当社では事業の変革と業務の変革の両輪で経営の変
革を進めています。業務の変革の一つの施策として業務の
標準化を進めていますが，情報システムでは，システムを
統合・集約化して真のデータドリブン経営を目指しています。
昨今，システムの特性を顧客とつながりのあるSoE（Sys-
tem of Engagement）と，安定稼働と高品質が求められる
SoR（System of Record）に分類し，従来のシステムをSoR，
今後企業が強化すべきシステムをSoEとし，SoEの強化が
叫ばれるようになりました。当社ではSoEの取組みを強化
しつつも，まずSoR領域の徹底した業務の標準化・集約化
を追求し，システム全体の単純化・軽量化を進めています。
この領域は全体最適の観点から社内で合意を取りつつグ
ローバルスタンダードの業務を目指し，事業軸と機能軸で
協調して順次適用していきます。
当社では業務の変革の推進に合わせて，システム面では
EA（Enterprise Architecture）視点で全体最適化を推進し
ています。EAは全体最適化の観点から四つの階層で各々
ITガバナンスを強化し，経営の視点からIT投資効果を高
めるための手法です。
まず上位階層の“ビジネスアーキテクチャ（BA）政策，

業務体系”では，業務を全社で共通化できる業務，見込み
生産／受注生産といった事業タイプごとに共通化できる業
務，事業ごとに異なる業務の大きく三つに分類し，各々の
業務の変革の施策とシステム化を検討していきます。
２階層目の“データアーキテクチャ（DA）データ体系”で

は複数の業務領域をまたがる主要コード（機種，部品・材
料，BOM（Bill Of Materials），取引先，勘定等）とその粒

度，利活用の標準化方針が必要です。システムで管理すべ
きデータは事業によって多少の違いはあるものの普遍的な
データが多く存在します。このため全体のデータアーキテ
クチャに十分な時間をかけて設計することで，受注前活動
から製品出荷，検収に至る一連の業務や拠点横通しでの各
種管理が可能となります。
３階層目の“アプリケーションアーキテクチャ（AA）適
用処理体系”ではBA階層に沿って各領域の業務やルール，
それを支えるシステム要件についてハイレベルなガイドラ
インを策定します。
最下層の“テクノロジーアーキテクチャ（TA）技術体系”
では，従前はコンピュータ技術の変化に追随して最新プ
ラットフォームへ移行していく必要がありましたが，昨今
普及しているクラウドのマネージドサービスを最大限活用
することによって，プラットフォーム更新を最小限に抑え
ることが可能になってきました。当社ではクラウド優先に
舵（かじ）を切っていますが，比較的品質の安定した製品も
採用し，プラットフォームの移行コスト及び運用コストを
抑えていきます。
SoE又は競争領域と言われる業務にはCRM（Customer 

Relationship Management），SCM，ECM（Engineering 
Chain Management），MES（Manufacturing Execution 
System）などがあります。これらはSaaS（Software as a Ser-
vice）などを活用しつつ，ビッグデータ活用やIoT（Internet 
of Things），さらにはAI（人工知能）といったデジタルテク
ノロジーを使って，アジャイルに開発し，データを収集・
分析・活用し，顧客への新たなサービスを提供できる環境
を整備していきます。
社内情報システムは事業拡大に合わせてSoR領域への投

資によって企業活動を支えてきました。企業の更なる発展
を支えるために，まずはSoR領域を業務の変革に合わせて
システムを再整備しつつ，事業部門と連携してSoE領域の
強化，いわゆるDX（デジタルトランスフォーメーション）
を推進していきます。
（注１） UNIXは，The Open Groupの登録商標です。
（注２） Windows，Excelは，Microsoft Corp.の登録商標です。

参　考　文　献

⑴ 経済産業省 デジタルトランスフォーメーションに向けた研究
会：DXレポート～ITシステム「2025年の崖」の克服とDXの本格
的な展開～ （2018）
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三菱電機は，2021年２月１日に創立100周年を迎えた。
設立以来，多様な製品・サービスを提供し続け，活力とゆ
とりある社会の実現に貢献してきた。
社会構造や環境が変化していく中で，求められる社会課

題や解決策も変わっていく。技術・事業のシナジー，事業
間連携の更なる推進で“事業の変革”を進め，当社ならでは
の強みを発揮して新たな価値を提供し，多様な社会課題の
解決に貢献する。また，仕事の本質を見極めた“業務の変
革”も必要であり，IT活用による新たな働き方への挑戦な
どで，社員がいきいきと働くことを目指している。
近年，新型コロナウイルス感染防止対策を通して，世の

中の価値観が大きく変わった。当社グループは，新たな価
値観を取り入れて，テレワークやオンライン会議の本格活

用を始めとする業務の変革を目指してきた。デジタル環境
下でのマーケティング，商取引，サービス提供なども早
期に確立する。2016年４月から取り組んできた“働き方改
革”をもう一段高いステージに引き上げる。
各拠点で個々に情報システムを構築することは非効率で

あるため，コーポレートとして，業務の標準化を進めて，統
一したIT基盤やITツールを導入し，“MELGIT（Mitsubishi 
ELectric Global IT platform service）シリーズ”と名付け
た一連のサービスを各拠点に展開する。
企業経営に果たす情報システムの役割はますます重要度

を増している。事業オペレーション力，リスクへの対応力，
ITの利活用力などを向上させていくために，“業務の変革”
と“働き方改革”に資する情報システムを構築していく。

業務の変革と働き方改革に資する
情報システム
Information Systems for Business Process Re－engineering 
and Work Style Reforms 山中秀昭†

Hideaki Yamanaka
山田敬喜＊

Keiki Yamada
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1．ま　え　が　き

当社は，2021年２月１日に創立100周年を迎えた。設立
以来，家庭から宇宙に至る広範な事業領域で，高い技術力
と創造力によって多様な製品・サービスを提供し続け，活
力とゆとりある社会の実現に貢献してきた。
当社グループは，多様化する社会課題の解決に向けて，

グループ内外の力を結集した統合ソリューションを提供し，
グループ全体で持続的な成長を目指す経営戦略を掲げてい
る。社会構造や環境が変化していく中で，求められる社会
課題や解決策も変わっていく。技術・事業のシナジー，事
業間連携の更なる推進で“事業の変革”を進めて，当社なら
ではの強みを発揮して新たな価値を提供し，現代，そして
未来社会に起こり得る多様な社会課題の解決に貢献する。
また，仕事の本質を見極めた“業務の変革”も必要であり，
IT活用による効率化，テレワークといった新たな働き方
への挑戦など，社員がいきいきと働くことを目指している。
近年，新型コロナウイルス感染防止対策を通して，世の

中の価値観が大きく変わった。当社グループは，新たな価
値観を，自身の新たな働き方やビジネススタイルに取り入
れて，変化する需要への対応や社会課題の解決に取り組ん
でいる。具体的には，テレワークやオンライン会議の本
格活用を始めとする当社グループ全体の業務の変革を目指
してきた。デジタル環境下でのマーケティング，商取引，
サービス提供なども早期に確立する。
当社は，2016年４月から，社員が仕事と生活のバラン

スを取りながら，心身の健康を維持し，いきいきと働ける
職場を実現することを目的とした“働き方改革”を重要な経
営施策に定め，推進してきた。これをもう一段高いステー
ジに引き上げるため，“ワークスタイルの変革”と“業務の質
的向上”を主眼として取組みの深化を図っている。
これらの施策を実現するためには，デジタル環境下での

成長戦略の推進と業務環境の整備が必要であり，それらに
資する情報システムの取組みが求められている。

2．当社経営戦略と当社を取り巻く環境

2. 1　当社経営戦略

当社グループは，“バランス経営の継続と持続的成長の
更なる追求”を経営方針としてきた。多様化する社会課題
の解決に向けて，100年培った経営基盤の強化に加えて事
業モデルの変革によって，“ライフ”“インダストリー”“イン
フラ”“モビリティ”の四つの領域で，グループ内外の力を
結集した統合ソリューションを提供する。経営戦略に基

づき，社会課題の解決に向けた価値創出を追求するととも
に，全ての企業活動を通じて世界共通の目標であるSDGs
（Sustainable Development Goals）（1）の17の目標達成に貢
献し，“持続可能な社会と安心・安全・快適性の両立”を始
めとする価値創出への取組みをより一層推進する。

2. 2　当社を取り巻く環境

当社を取り巻く環境の変化は様々であるが，情報システ
ムの視点から代表的な変化について述べる。

2. 2. 1　新たなグローバリゼーションの進展

近年，コロナウイルス感染症が世界に拡大し，自国中心
主義や，感染拡大によるサプライチェーンの途絶が生じた。
その結果，経済性・効率性を高めるための“集中”に対する
リスクが顕在化した。一方で，コロナウイルス感染症拡大
によって，デジタル技術の浸透によるリモートワークの普
及や，紙でなく電子データを活用した業務への移行が加速
した。これによって，今までと異なったグローバリゼー
ションが進むと見られる。途絶を避けるために，臨機応変
で強靱（きょうじん）なサプライチェーンへの変革も必要に
なる。当社グループでも，グローバルな供給体制を整備し，
調達・生産・販売で国をまたがる水平・垂直分業を行って
いくため，拠点間での情報連携を高度化する。

2. 2. 2　企業リスクの多様化・複雑化

企業を取り巻くリスクは常に変化しており，特に近年，
社会の複雑化や各国での法令の厳格化，技術進歩等によっ
てリスクが一層多様化・複雑化する傾向にある。
サイバー攻撃の手口は年々巧妙になっており，脅威はよ
り広範囲の事業活動に及んでいる。そして，個人情報と企
業機密の流出を避けるために，より一層のセキュリティ対
策が必要である。サイバー攻撃の中でも特に標的型攻撃と
呼ばれる明確な目的を持って特定のターゲットに仕かける
サイバー攻撃が脅威になっている。防御には，これまで以
上の多層防御態勢を整備していく必要がある。
世界的に個人情報保護に関する法律が強化されている。
欧州は諸外国の中でも特に個人情報保護の意識が高く，欧
州連合は，2018年５月に従来の法令から規定内容・罰則
を大幅に厳格化したGDPR（EU（European Union）一般
データ保護規則）を施行した。規定に抵触すると判断され
た場合に高い制裁金が科せられる。米国の最近の動向とし
ては，2020年１月にCCPA（カリフォルニア州消費者プラ
イバシー法）が施行された。中国では2017年６月に中国サ
イバーセキュリティ法が施行された。多数の関連法制度と
ともに，個人情報，重要データ保護制度などの規定が進ん
でいる。日本では改正個人情報保護法が2020年６月に成
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立した。世界的な規則の強化に呼応するように日本国内の
規定や罰則が強化される。
米中対立が激化しており，輸出規制，投資，調達，人材

に対して，事業継続上のリスクを未然に防ぐ必要性が高
まっている。当社は，2020年10月に各国の経済安全保障
政策の変化に対応して当社グループ全体のリスク管理を担
う“経済安全保障統括室”を新設した。
2011年の東日本大震災以降，多くの企業が，事業を

継続させるという企業の社会的責任を果たすためのBCP
（Business Continuity Plan）対策を進めてきた。地震に加
えて，2018年７月の“西日本豪雨”や2019年９・ 10月の台
風15・ 19号など，気候変動による風水害や大規模停電の
頻度が高くなっている。企業で，業務は様々な基幹システ
ムで成り立っているため，自然災害でも止まらない基幹シ
ステムの実現が経営の課題になっている。
近年発生した新型コロナウイルス感染症では，自然災害

とは異なるBCP対策が必要になった。疫病が自然災害と
異なることは，地理的な影響範囲が広範囲で場合によって
は全世界的であること，被害の量と期間が不確定であるこ
とである。加えて，通常業務が急減することはなく，更に
感染対策等の業務が一時的に増加することである。社員の
健康・身体・生命を守ることを優先的に維持しつつ，テレ
ワークやオンライン会議を通常の業務形態として，デジタ
ル環境下でのマーケティング，商取引，サービス提供など
へ移行することが必要になった。

2. 2. 3　働き方改革の推進

2019年４月から働き方改革関連法案が順次施行され，
日本の多くの企業にとって働き方改革が重要な経営課題の
一つとして認知された。新型コロナウイルス感染症拡大に
伴い，これまでの働き方を見直す機会になっている。
当社は2016年度から経営施策として“働き方改革”に取
り組んできた。近年，“職場内コミュニケーションの深化”
と“業務のスリム化と質的向上”によって，“仕事”と“生活”
双方の充実を図ってきた。今後は，社員一人一人が出社と
リモートワークのベストミックスを見いだして仕事の質と
効率を上げていく。

2. 2. 4　情報システムの老朽化・ブラックボックス化

2018年９月に経済産業省から“DXレポート～ITシステ
ム「2025年の崖」の克服とDXの本格的な展開～”が発表さ
れた（2）。企業はDX（デジタルトランスフォーメーション）
を推進しようと試みてはいるものの，多くはビジネス変革
につながっていないと指摘された。その大きな要因の一つ
が，老朽化や複雑化，ブラックボックス化している既存の
基幹システムの存在としている。多くの企業で自社システ

ムの中身がブラックボックス化していることによって，根
本的に解消しようとしても，期間と費用を要する上，失敗
のリスクもある中で，根本的にシステム刷新をするとの判
断をしづらい。経済産業省は，2025年までに既存のITシ
ステムを廃棄や塩漬けにするなどの仕分けをし，刷新を進
めるシナリオにも言及している。

3．当社情報システムの取組み

この章では，当社情報システムの取組み内容及び具体的
な事例について述べる。

3. 1　情報システムの将来像

当社グループでは，目指すべき情報システム像を描き，
それを実現していくことで取り巻く環境の変化に対応し，
当社グループの持続的な成長を支えている（図１）。
目指すべき情報システム像の一番目の柱は，経営の見え

る化・高度化の取組みである。業務プロセスシステムを標
準化することで，事業運営を効率化する。グループ全体の
情報システムを集約・統合し，開発・運用コストを削減し，
IT人材を高付加価値業務にシフトする。さらには基幹シ
ステムを刷新することで，設計，営業，調達，在庫，生産，
会計データを一元化する。データ連携とデジタル化を可
能にして，迅速な経営判断によって，顧客満足度を高め
ていく。
二番目の柱は，業務の生産性を向上させる取組みである。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のために，グループ社
員の働き方が変化しているが，グループ社員に対して“い
つでも，どこからでも，安心して，快適に利用できるIT
環境”を提供し，働き方改革を実現する。
三番目の柱は，グループ全体のサイバー攻撃対策など

のセキュリティ対策である。さらに，ITコンプライアン
スや事業継続性など，グループ全体でGRC（Governance，
Risk，Compliance）を強化し，様々な企業リスクに対して
ITの視点で対応していく。

3. 2　共通基盤・共通ツールとしてのMELGITシリーズ

当社グループの各拠点で個々に情報システムを構築する
ことは非効率であり，データ連携が困難になるなどの弊害
ももたらす。コーポレートとして，業務の標準化を進め，
統一したIT基盤やITツールを導入している。導入に際し
ては，市場で最も広く使われているデファクトスタンダー
ドのツールを選定し，当社グループの共通要件を実装して，
コーポレートから各拠点にサービスを展開する方針である。
これらの一連のサービスをMELGITシリーズと名付けた
（図２）。
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3. 3　経営の見える化・高度化

経営管理を俊敏化させるためには，業務やプロジェクト
の進捗を確認でき，かつ意思決定を迅速化するためのKPI
（Key Performance Indicator）を設定し，経営者がいつで
もそれを確認できるような基幹系システムが必要である。
次に，基幹系システムの主要施策について述べる。

3. 3. 1　営業活動での顧客対応標準基盤の整備

当社グループの営業活動では，顧客生涯価値
向上や統合ソリューションの提供を目指してい
る。さらに，複数の事業間のシナジー効果を高
めることも重要になってきた。
従来は，電話やメールで断片的に共有してい

た顧客や商談情報を個別に管理し，都度資料を
作成して会議で共有することが多く，非常に非
効率であった。今回，顧客を中心に据えたデー
タを共有し活用するための顧客対応標準基盤
“MELGIT－CRM”を構築した。今後，これを
当社グループに幅広く展開し，事業シナジーを
発揮させるだけでなく，新型コロナウイルス感
染症拡大防止のためのオンライン営業にも活用
して，営業業務の変革を実現していく。

3. 3. 2　統合基幹システム刷新に向けた取組み

当社グループの製品は多種多様であるため，商談・受注，
調達，生産，出荷・売上，保守サービスで個別の業務プロ
セスを回してきたことが多かった。その個々の業務プロセ
スに合わせて個別の業務システムを開発してきた経緯があ
る。そのため，データを一気通貫かつリアルタイムで共有
することが難しかった。さらには，データの転記作業や重
複入力作業も発生していた。

効率的な事業運営， 迅速な経営判断

業務の生産性向上

経営の見える化 ・ 高度化

顧客 ・ 案件管理
システム

CRM ERP

管理部門システム

グループ共通システム

情報システム

統合基幹システム IoTプラットフォーム

経営ダッシュボード

セキュリティ対策 高度化するサイバー攻撃の経営リスク低減

連携

グローバルIT基盤

いつでも， どこからでも， 安心して， 快適に

IoTシステム

IoT ： Internet of Things

IoT顧客 サプライチェーン 従業員

図１．目指すべき情報システム像

CRM ERP 経営ダッシュボード

企業情報 ロボティックプロセス
オートメーション

ワークフロー

クラウド 翻訳 データ変換

OA グローバルサポート
センター　　　　　

モバイル端末 無線LAN 電話

図２．MELGITシリーズ
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精度の高いリアルタイムの経営データを活用し，生産性
を向上させる“業務の変革”を推進するためには，統合基幹
システムの刷新が必須になる。今後，コーポレートとして
“MELGIT－ERP”を構築し，これを各拠点に効率よく展
開していく。展開の効率を上げるため，コーポレート側で，
ERP領域の基本方針を策定し，当社グループの共通ルー
ルと事業タイプ別の共通要件を盛り込んだリファレンスモ
デルを提供する手法を取っていく。各拠点で統合基幹シス
テムを刷新することで，システム運用の容易化やコンプラ
イアンス強化といった効果も期待できる。

3. 3. 3　KPIを表示する経営ダッシュボードの提供

当社は将来のあるべき姿に向けて経営目標を定めている。
その目標をブレークダウンした中間目標的な位置付けで
KPIを設定し，経営している。
経営ダッシュボードである“MELGIT－dashboard”は，
経営管理資料のワンストップ閲覧や経営データの推移と
年度比較など多角的分析結果を表示する。さらにSNS（So-
cial Networking Service）での当社グループに関するつぶ
やき情報数の推移も表示が可能である。

3. 4　業務の生産性向上

社員が日々の業務を効率的に行うことを支援する“いつ
でも，どこからでも，安心して，快適に”利用できるIT環
境を実現し，業務の生産性向上を推進してきた。
当社グループは2020年３月から新型コロナウイルス感

染症拡大防止のため，本格的に在宅での勤務にシフトした。
これを可能にするため，テレワークに必須となる“モバイ
ル端末”“通信インフラ環境”“社内コミュニケーションツー
ル”を重点的に整備した。
世界での新型コロナウイルス感染症のリスクはすぐには
ゼロにならず，各国の社会的な行動制約は短期間では終わ
らない。ビジネス形態の変化はある程度長期化が予想され，
その変化の一部は不可逆的なものになっている。当社グ
ループでは，働き方改革の一環として業務のペーパーレス
化を推進するため，全社統一の新たなワークフロー基盤を
構築し，展開している。
ここでは，テレワーク拡大に対するIT基盤の整備と，

ペーパーレス化の推進に加えて，働き過ぎを防止するため
の適正な労働時間の管理について述べる。

3. 4. 1　テレワーク拡大に対するIT基盤の整備

当社は，2020年７月に予定されていた東京2020オリン
ピック・パラリンピックをテレワークの本格実施時期とし
てIT基盤の整備を進めていた。また，テレワークの対象
は首都圏の社員を対象にしていた。今回，時期を早め，対

象を拡大して整備することになった。
働き方改革を加速させるため，当社は2018年３月からパ

ソコンを使って業務を行う社員に対してモバイル端末“MEL-
GIT－PC”を配付していた。2020年11月現在で，約40,000台
のモバイル端末を配付した。
当社は，出張時や在宅時の勤務に対して，VPN（Virtual 

Private Network）サービスをIT基盤として整備してきた。
2020年２月現在でのVPNの利用者は，定常的に1,000人/日
程度であり，最大2,500人分の同時接続まで収容可能で
あった。東京2020オリンピック・パラリンピック開催に
向けて2020年５月までに最大7,500人分の同時接続まで拡
張する準備を進めていた。しかし，新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため，冗長構成としていた既存VPN機器
をシングル構成に変更したり，機器故障に備えて確保して
いた保守機や検証機など入手できる機器を全て活用したり
して，2020年５月に約30,000人分の同時接続を可能にした。
在宅での勤務者の増加によって，固定電話機による内

線電話でない社内コミュニケーションツールの統一が必
要になった。音声品質が良く，オンライン会議，チャッ
ト，ファイル共有がオールインワン化されたMicrosoft 
Teamsを当社グループの標準として定めて，普及に向け
て職場でのセミナを開催した。さらには，アプリケーショ
ンや設定ファイルを自動配信する管理者ツールを利用して
標準設定を端末に配信し，利用者の負担を軽減した。

3. 4. 2　ペーパーレス化の推進

当社グループには，会社に行かないと仕事に必要な書類
を閲覧できない“紙文化”，承認申請に紙を使って押印や日
付印をする“ハンコ文化”など，伝統的な業務が数多く残っ
ていた。そのため，ワークフローの整備が急務になったが，
当社グループには多種多様な業務とフローが存在する。導
入部門自らがワークフローを設定・導入できる新たなワー
クフロー基盤“MELGIT－WF”を構築し，業務の見直しを
進めることにした。
組織情報データベースを始めとした社内の業務システ
ムとの連携が必須であったので，MELGIT－WFをコーポ
レートのIT部門が一括運用し，当社グループ内の各拠点
には，PaaS（Platform as a Service）形式でサービス提供
することにした。

3. 4. 3　適正な労働時間の管理

当社は，社員が仕事と生活のバランスを取りながら，心
身の健康を維持し，いきいきと働ける職場を実現すること
を目的とした“働き方改革”を，2016年４月に重要な経営
施策に定めた。
総労働時間の削減と適正な労働時間管理の実現に向けて
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は，正しい労働時間の把握が重要であり，客観データに基
づいた勤怠管理を目指している。従来は，ビル入退館時刻
データを就業時間管理システムに表示させて，社員はそれ
を参考にしながら就業時間を入力し，上長がそれを承認し
ていた。しかし，テレワークではビル入退館時刻データが
取得できないため，パソコンイベントログを収集して，就
業時間管理システムに入力する仕組みを構築した。社員は
就業時間を入力する際に，ビル入退館時刻とパソコンイベ
ントのログ時刻の両方を参照することが可能になった。

3. 5　セキュリティ対策

当社グループは，米国国立標準技術研究所（National 
Institute of Standards and Technology：NIST）の規格
である“サイバーセキュリティフレームワーク（3）”の考え方
にのっとり，事業内容に応じたサイバーセキュリティ対策
を講じてきた。近年，当社グループ全体のサイバー攻撃対
策を，デスクトップパソコンや持ち運び可能なモバイル端
末から，クラウド上に構築したシステムやネットワーク接
続機器まで拡大し，これらをカバーする端末一元管理を進
めて，グローバルCSIRT（Computer Security Incident 
Response Team）の体制を構築した。
しかし，高度化・巧妙化する標的型攻撃を防御するには，

これまで以上の多層防御態勢を整備していく必要がある。
関係機関と連携して，最新情報を取り入れながら強化する
ことも必要である。以下，サイバーセキュリティ対策及び
監視体制の強化のため，“侵入防止”“拡散防止”“流出防止” 
“グローバル対応”の四つの視点での技術対策について述べる。
“侵入防止”では，地域間・拠点間ネットワークのアクセ
ス制限の強化と全サーバのネットワークレベルアクセス制
御を厳格化する未公開脆弱（ぜいじゃく）性対策を実施する。
併せて，挙動検知機能を全端末に配備する標的型攻撃対策
を行う。
“拡散防止”では，地域間・拠点間ネットワークのリアル
タイム監視や，端末リアルタイム監視と感染端末の即時遮
断といったグループ内感染防止対策を実施する。
“流出防止”では，不正アクセス先への通信遮断機能の強
化といった出口対策を行う。

“グローバル対応”では，防御・監視機能のグローバル一
元管理やグローバルCSIRTの機能強化によって，グロー
バルセキュリティレベルを向上させる。

3. 6　災害対策基盤の更新

高い水準での事業継続性を担保するために，当社の基幹
系業務システム用の災害対策基盤は2013年１月に稼働を
開始した。更新時期を迎えた2018年１月に一斉にプライ
ベートクラウド上の新たな災害対策基盤へと移行した。
次回の更新時期である2022年に新たな災害対策基盤へ
移行し，災害対策基盤の実効性（目標復旧時間４時間以内）
を維持して，高い水準でのIT－BCPを担保する。

4．む　す　び

企業の競争力は，事業で提供する製品，システム，サー
ビスに負うところが大きい。一方で，グローバルな販売や
供給体制などの事業オペレーション力，災害や情報セキュ
リティなどのリスクへの対応力，働き方を変えるITの利
活用力など，総合的な評価が企業の価値に影響する。
企業経営に果たす情報システムの役割はますます重要度

を増している。今後，データとデジタル技術を活用したグ
ループ全体での“業務の変革”，その中核をなす基幹業務プ
ロセス改革と，それらを実現するIT戦略の立案と実行に
取り組む。これらの取組みによって“経営管理の高度化・
迅速化”“業務の効率化”“データ利活用のための基盤整備”
を図っていく。
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当社でのテレワーク拡大と重点強化ポイント
在宅勤務者の急増に対応し，次の三つの取組みに注力して，当社の３万人を超える社員に対して短期間で環境を整備した。
⑴  パソコンを使って業務を行う全ての社員に対して会社と自宅で共用できるモバイル端末を配付した。
⑵  ネットワーク関連設備の強化に加えて，Microsoft 365への通信を見直してデータセンター内のトラフィックを削減した。また，運用で
の工夫を実施した。
⑶  主なコミュニケーション手段であったメール・内線電話からMicrosoft Teams，公衆電話網を用いた内線通話への移行を実施した。

VPN：Virtual Private Network
（注１）　Microsoft Teams，Microsoft 365は，Microsoft Corp.の登録商標である。

社内網

VPN設備

インターネット

工場

製作所

VPNトンネル

⑴ 全拠点の社員への
　 モバイル端末配付

⑶ 社内コミュニケーション
　 ツールの迅速な展開

⑵ 通信インフラ環境の迅速な強化

Microsoft 365（注1）

Microsoft Teams（注1）

データ
センター

三菱電機では，働き方改革の一環として，2018年から
在宅勤務のためのIT基盤の整備を進めており，2020年７月
の東京2020オリンピック・パラリンピックまでに完了予
定としていた。
しかし，新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い2020年
３月から当社内の在宅勤務者が増え始めた。当初は首都
圏だけの在宅勤務にとどまっていたが，2020年４月には
日本政府から緊急事態宣言が発出され，当社全拠点で在宅
勤務によるテレワークが拡大した。当初の整備計画は首都
圏の社員だけを対象にしていたが，想定より早く，かつ全

国規模で在宅勤務者が急増したため，様々な課題が発生し
た。これらの課題対策として，在宅勤務に必須となる“モ
バイル端末”“通信インフラ環境”“社内コミュニケーション
ツール”を重点的に整備し，約１か月で完了した。その結
果，2020年５月には当社の社員36,000人が，在宅勤務で
も出社時と同様に業務ができるようになった。
テレワークの一部である在宅勤務の環境を整備したが，

今後，サテライトオフィスの拡大や内線電話の完全廃止等
の更なるIT基盤の強化を進め，業務のデジタルトランス
フォーメーションを支えていく。

藤田　陽＊
Taka Fujita

吉村真司†
Shinji Yoshimura

清水悠太郎＊
Yutaro Shimizu

テレワークの急拡大に対するIT基盤
の迅速な整備
Rapid Enhancement of IT Infrastructure for Sudden Shift to Telework
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1．ま　え　が　き

当社では，2020年７月に予定されていた東京2020オリン
ピック・パラリンピックを在宅勤務の本格実施時期と見据
えてIT基盤の整備を進めていた。また，在宅勤務の対象
は首都圏の社員を対象にしていた。しかし，新型コロナウ
イルス感染症の拡大に伴い，2020年３月から当社社員の
働き方は在宅勤務主体に変化してきた。当初，首都圏にと
どまっていた在宅勤務は，2020年４月に日本政府から緊
急事態宣言が発出され，全拠点に急拡大した。
想定より早い時期に，かつ全国の拠点で在宅勤務が急増

したことで，様々な課題が発生した。これらの課題に対
処するため，在宅勤務に必須なIT基盤である“モバイル端
末”“通信インフラ環境”“社内コミュニケーションツール”
の三つを重点的に整備した。
本稿では，これら三つの整備項目の背景・課題と実施事

項について述べる。

2．背景・課題

当社では，働き方改革を加速させるため，2018年３月
からパソコンを使って業務を行う社員に対してモバイル端
末を配付してきた。2020年11月現在で，約40,000台のモ
バイル端末を配付している。また，働き方が在宅勤務主体
に変化し，社員のサポートも急務になった。
通信インフラ環境は，一部の社員の出張や外出，在宅

勤務時の利用を想定したVPNサービスを整備しており，
2020年２月現在での利用者は，定常的に1,000人/日程度
であった。そのため，VPNサービス関連の設備は，必要
十分なキャパシティとして最大2,500人分の同時接続に
とどめていた。また，2020年７月に予定されていた東京

2020オリンピック・パラリンピックに際しての首都圏での
社員の在宅勤務を見込み，2020年５月までに最大7,500人分
の同時接続まで拡張する準備を進めていた。しかし，新型
コロナウイルス感染症の拡大によって想定していたVPN
サービスのキャパシティを超えて，大幅に同時接続数の拡
張が必要になった。
社内コミュニケーションツールの面では，リアルタイム

性の高いコミュニケーションツールやPHS・固定電話機
による内線電話を利用していた。しかし，多くの社員が在
宅勤務主体になり，コミュニケーションツールの活用促進
や既存内線電話に代わる連絡手段が必要になった。

3．実　施　事　項

3. 1　モバイル端末

既にモバイル端末のキッティングから返却までのライフ
サイクルを集約・標準化しており，どこでもモバイル端末
を安心・安全に利用できる仕組みを構築していた。そのた
め，不足分約1,000台のモバイル端末を１か月で追加配付
できた。
また，図１に示すように働き方は在宅勤務主体に変化し，

モバイル端末を社外で初めて利用する社員も多くなってき
た。そのため，VPNサービスの操作手順の動画を作成し，
各部門に展開するなど急速な働き方の変化をサポートした。

3. 2　通信インフラ環境

3. 2. 1　VPN同時接続数の拡張

急増した在宅勤務者に対応するため，最優先でVPN機
器を増強する必要があった。VPN機器の手配を早期に着
手したが，世の中全般で機器が品薄になっていた。また，

会議のペーパーレス化

遠隔会議

在宅勤務

従来
社内事務所での利用

現状
在宅勤務主体に利用

図１．モバイル端末利用形態の変化
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新型コロナウイルスに起因した物流遅延の影響も受けて，
通常よりもVPN機器の調達に時間を要することが分かった。
そこで，VPN機器入手までの暫定対応として，機器故

障に備えて確保していた保守機や検証機など，入手できる
機器を全て活用して設備を増強した。2020年３～５月の
期間で段階的に設備増強を繰り返し，最終的には最大同時
接続数を2,500人分から30,000人分まで拡張した（図２）。

3. 2. 2　Microsoft 365通信のスプリットによる
　トラフィック削減

当社では，主に不正サイトの利用規制を目的として，イ
ンターネットアクセス時はデータセンターを経由している。
VPNサービス利用時も，同様にデータセンター内のVPN
機器経由でインターネットアクセスする経路にしていたた
め，在宅勤務者の増加と比例してデータセンター内のトラ
フィックが急増した。
そこで，データセンターを経由する必要のないセキュア

なアクセスについてはモバイル端末から直接通信させる方
式（以下“スプリット方式”という。）を適用した（図３）。そ
の結果，データセンターへ流入するトラフィックは激減し，
一部のネットワーク機器については増強も不要になった。 

3. 2. 3　運用の工夫による設備逼迫（ひっぱく）の回避

3. 2. 1項及び3. 2. 2項で述べた施策を実施したが，急増
した在宅勤務者全てに対してVPNサービスを同時に利用
させることはできず，設備増強が完了するまでの暫定策と
して，様々な運用面の工夫を実施した。
具体的には，“VPNサービスを利用できる時間帯をシフ

ト制にして，VPNサービス利用不可能な時間はその他の
業務を実施する”“メールやチャットはVPNサービスを利
用せずにスマートフォンで確認する”など，限られたVPN
機器のリソースを共用した。
また，納期最優先で機器を増強したため，新たなVPN

機器へ動的に接続振替する機能は導入できなかった。その
ため，各VPN機器の接続状況を常時監視し，各拠点の在
宅勤務者数をシミュレーションすることで拠点ごとに接続
先を定期的に見直し，VPN機器のリソースを有効活用した。

3. 3　社内コミュニケーションツール

3. 3. 1　活用促進のための情報発信及び環境整備

当社では，コミュニケーションツールとして音声品質が良
く，オンライン会議，チャット，ファイル
共有がオールインワン化されたMicrosoft 
Teams（以下“Teams”という。）を利用し
ている。在宅勤務主体になったことで，
対面での打合せができなくなり，コミュ
ニケーションツールの活用を促進した。
⑴ 活用のための様々な情報発信
Teamsに関する一般的な情報はイン
ターネット上に公開されているが，当社
では利用制限している機能もあり，社員
がTeamsを効率よく利用するための情報
が不足していた。そこで，当社独自の利
用マニュアルに加えて，動画を作成して
各部門に展開し，さらに社内向けセミナ
を複数回開催した。
⑵ 各拠点の利用状況を見える化
双方でTeamsを利用できないとツール

自体の利便性が低下するため，拠点ごと
のTeams利用状況を一覧化し，拠点間で
コミュニケーションを取る際に積極的に
Teamsを利用するように促した。
⑶ 社員目線でのサービス向上
社員の意見をサービスに反映させるた
め，Teamsアンバサダー（注2）の意見を運
用にフィードバックし，利便性を向上さ
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図２．VPN機器の最大接続可能数と接続実績の推移
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データセンター

インターネット

Microsoft 365
スプリット後の経路
従来の経路

データセンター経由の
トラフィックを削減

図３．Microsoft 365通信のスプリット
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せた。また，質問やアイデアを社員間で共有できるオンラ
インコミュニティを整備し，ノウハウ共有を促進した。さ
らに，アプリケーションや設定ファイルを自動配信する管
理者ツールを利用してTeamsのクライアントアプリケー
ションや標準設定を端末に配信し，社員が意識することな
く利用できるようにした。
これらの各施策によってTeamsの活用を促進し，2021年
１月現在では約48,000人（派遣社員含む）がTeamsを利用
している（図４）。
（注２） 自らも情報収集を積極的に行い，発信・拡散を能動的に行

う社員

3. 3. 2　セキュリティの確保

クラウドサービスであるTeamsは，日々新しい機能が
追加され，当社のセキュリティルールに反する機能が提供
されることがある。例として，外部クラウドストレージと
の連携機能などが挙げられる。
対策としてTeams機能専用の評価チームを組み，セ

キュリティリスクを事前確認した上で新機能を利用可能に
する機能選別の体制を構築した（図５）。
これによって，セキュリティリスクを最小限に抑えて，

必要な機能だけを社員に展開することを可能にした。また，
社員からのフィードバックを基に，利用要望の多い機能を

迅速に評価し，展開できるようになった。

3. 3. 3　通信品質の確保

Teamsの利用者数増加と合わせて，社員が安定的に
Teamsを利用できるように3. 2節で述べたスプリット方
式をTeamsの通信にも適用し，Teams会議の品質を向上
させた。また，当社内での全Teams会議の品質を見える
化し（図６），これを用いてTeams会議が不安定になった
箇所を早期に検知し，原因を突き止めて対処する運用ス
キームを構築した。これらによって，安定したTeams会
議を社員に提供した。

3. 3. 4　内線電話の置き換え

２章で述べたとおり，当社はPHSや固定電話機による
内線電話を主な通話手段としており，在宅勤務時にはこ
れらの機器が使えず，通話手段に影響が生じた。そのた
め，公衆電話網を用いて内線通話を実現するFMC（Fixed 
Mobile Convergence）を積極的に導入した。
在宅勤務に際しては，Teamsが通話も含む主要なコ

ミュニケーション手段になりつつあるが，製造現場などと
の通話手段として内線電話へのニーズも一定数存在するた
め，TeamsとFMCの双方を展開推進した。

4．む　す　び

当社では，在宅勤務が広く浸透し，社内制度の見
直しを含めた“働き方改革”が急速に推進されている。
しかし，当社グループ内には在宅勤務のためのIT基
盤が十分に整備されていない関係会社があるので，本
稿で述べた取組みを全グループ会社に展開していく。
また，テレワークの一部として在宅勤務の環境

を整備したが，今後，サテライトオフィスの拡大等，
更なるテレワーク拡大を進めて，グループ社員の
安心・安全と，業務のデジタルトランスフォーメー
ションを支えていく。

評価チーム

利用可能 利用禁止

セキュリティリスク
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効果的な機能の
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新機能

新機能
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新機能
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図５．機能の選別イメージ
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図６．Teams会議品質の見える化
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業務システムのクラウド移行推進のための三つの取組み
業務システムの三菱電機グループクラウドMELGIT－cloudへの移行を推進するため，①セキュリティレベルを担保しつつクラウドサービス

利用の自由度を上げ，さらに，効率よく運用できるクラウド共通基盤の整備，②クラウド移行で必要なナレッジやテンプレートなどのベストプ
ラクティスをクラウド移行ガイドラインとして整備，③移行の適合性と効果を見える化するプロセス，最適なクラウドサービスを選択・設計す
るプロセス，システム移行プロジェクトを支援するプロセスからなるクラウド移行拠点支援プロセスの整備に取り組んでいる。

移行前 移行後

業務システム１

②クラウド移行
　ガイドライン
　の整備

社内， 関係会社約200拠点
（当社の事業本部 ・ 製作所，
 当社グループ会社）

業務システム２

業務システム３

業務システム４

③クラウド移行
　拠点支援
　プロセスの整備

オンプレミス

拠点B拠点A

業務システム２

クラウド

業務システム１

ユーザー
管理機能

拠点B

業務システム４

クラウド
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多くの国内企業では，技術的負債（複雑化・老朽化・ブ
ラックボックス化した既存システム）がデジタルトランス
フォーメーション（DX）実現の足かせになり，事業に資
する“攻めのIT”へ十分な資金・人材が投入されていない。
技術的負債が残存した場合，IT人材の引退や製品のサ
ポート終了等に伴って巨額の損失が発生し，デジタル競争
の敗者となるおそれがある（1）。これに対して日本政府では，
“クラウド・バイ・デフォルト”を掲げて，技術的負債の解
消のためにクラウド移行の方針を出している（2）。
三菱電機グループでは，開発・保守工数削減，セキュリ

ティリスク低減を目的に，当社グループ全体で利用可能な
パブリッククラウド上の共通システム基盤である当社グルー

プクラウド“MELGIT－cloud（Mitsubishi Electric Global 
IT platform service－cloud）”を2018年４月に構築した。
そして，DX加速のためにオンプレミス上の業務システム
のクラウド移行を進めている。
しかし，業務システムのクラウド移行は，コスト効果が
見えない等の理由によって進んでいない。そこで，クラウ
ド移行を推進するために，“クラウド共通基盤の整備”“クラ
ウド移行ガイドラインの整備”“クラウド移行拠点支援プロ
セスの整備”に取り組んでいる。これらによって技術負債
を解消していくとともに，今後，クラウド人材の育成や，
クラウドの新しい技術を取り込み，DXを更に加速させて
いく。
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1．ま　え　が　き

当社グループでは，DX加速のためにオンプレミス上の
業務システムのパブリッククラウド上に構築し三菱電機
グループクラウドMELGIT－cloudへの移行を進めている。
しかし，業務システムのクラウド移行は，コスト効果が見
えない等の理由によって進んでいない。そこで，業務シス
テムのクラウド移行を推進するために，“クラウド共通基盤
の整備”“クラウド移行ガイドラインの整備”“クラウド移行
拠点支援プロセスの整備”に取り組んでいる。
本稿では，現状の課題と，これら三つの解決策の実施事

項について述べる。

2．現状の課題と解決策

業務システムのクラウド移行が進まない課題として，次
の点が挙げられる。
⑴ コスト効果が見えない
⑵ 成功事例が少ない
⑶ 既存業務負荷が高く，クラウド利用に割く時間がない
⑷ クラウド学習の仕方が分からない
⑸ 現行システムが安定稼働しており，移行に踏み切れない
これらを解決し，セキュリティリスク低減，運用効率化，

クラウド移行の投資抑制，ガバナンス強化，クラウド技術
の早期活用のために，以下の三つのクラウド移行推進に取
り組んでいる（図１）。
⑴ セキュリティリスク低減と運用効率化のために，クラウ
ド共通基盤を整備した。随時更新される技術のメリット
を享受するため，基本的にはクラウドベンダー提供の機
能を自由に利用可能にした。また，当社として定めている
セキュリティ規則を実装した“ユーザー標準機能”，共有
可能な機能を集約した“共有標準機能”を整備した（図２）。
⑵ クラウド移行投資抑制とガバナンス強化のために，ク
ラウド移行ガイドラインを整備した。クラウドのメリッ
トを生かしたアーキテクチャを設計するため，クラウド
利用の学習コンテンツ，業務システムのシステム移行事
例，クラウドシステム標準モデル，システム機能別移行
ケースを整備した（図２）。
⑶ クラウド技術の早期活用のために，クラウド移行拠点
支援プロセスを整備した。クラウド移行が可能なシステ
ムの選定やコストを算出する拠点移行計画策定支援，移
行方針によって機能を選択してアーキテクチャの方針を
決定するためのシステム移行評価支援，アーキテクチャ
設計・構築のためのシステム移行プロジェクト支援プロ
セスを整備した（図２）。

3．実　施　事　項

3. 1　クラウド共通基盤の整備

2018年４月に構築したMELGIT－cloudでは，強い機能
制限によって，クラウドベンダーが提供するサービスの利
用が限定的で，多様なニーズにこたえられず，拠点単位で
業務システムをクラウドに移行することが困難であった。
そこで，クラウドベンダーのサービスを自由に利用でき，
社内セキュリティ規則の適用と，効率よく管理可能なクラ
ウド共通基盤を整備した（図３）。
クラウド共通基盤は２種類の機能を整備した。一つはセ
キュリティ要件を満たした“ユーザー標準機能”，もう一つ
は運用効率化のための“共有標準機能”である。なお，シ
ステム要件によって個別にアーキテクチャ設計が必要な
“ユーザー管理機能”の領域については，効率的にアーキテ
クチャを構築するための取組みとして，3. 2節及び3. 3節
で述べる。

クラウド移行推進の課題
コスト効果が見えない
成功事例が少ない
既存業務負荷が高く， クラウド
利用に割く時間がない
クラウド学習の仕方が分からない
現行システムが安定稼働しており，
移行に踏み切れない

問題点 ： 業務システムのクラウド移行が進んでいない

クラウド移行推進の取組み

①クラウド共通基盤の整備

②クラウド移行ガイドライン
　の整備

③クラウド移行拠点支援
　プロセスの整備

図１．クラウド移行推進の課題と取組み

移行前 移行後

オンプレミス

オンプレミス クラウド ク
ラ
ウ
ド

ユ
ー
ザ
ー
標
準
機
能

共
有
標
準
機
能

クラウド
共用

共有
標準機能

ユーザー
標準機能

ユーザー
管理機能

アプリ
ケーション

アプリ
ケーション

システム
機能

クラウド学習
コンテンツ

システム
機能別
移行ケース

クラウド
システム
標準モデル

システム
移行事例

拠点移行計画
策定支援

システム移行
プロジェクト支援

システム移行
評価支援

オ
ン
プ
レ
ミ
ス

②クラウド移行ガイド
　ラインの整備

③クラウド
　移行拠点支援
　プロセスの整備

①クラウド
　共通基盤
　の整備

拠点A 拠点B拠点A 拠点B

図２．クラウド移行推進の三つの取組み
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3. 1. 1　ユーザー標準機能

随時更新される技術のメリットを享受するため，基本的
にはクラウドベンダー提供の機能を自由に利用可能にした。
ただし，当社として定めているセキュリティを実装し，全
社としてガバナンスを効かせる仕組みにした。具体的に
は，クラウド環境を安全に利用するために，アカウント・
権限に制限を設けて，監査ログの取得を標準実装した。ま
た，セキュリティルールにのっとってサブネット構成，仮
想FW（Fire Wall）についてもあらかじめ実装した。

3. 1. 2　共有標準機能

共通的なネットワーク機能とセキュリティ機能について
共通化して“共有標準機能”とした。ネットワーク機能は，
拠点との接続を標準化し，イントラネット接続機能として
整備した。セキュリティ要件として必要な，踏み台，プロ
キシ等は，標準化しマネージドサービスとした。また，シ
ステム運用の効率化向上を目的として，バックアップ，監
視，アプリケーションログ収集機能も整備した。

3. 2　クラウド移行ガイドラインの整備

業務システムをクラウド移行するに当たって，クラウド
に関する基礎知識の習得，クラウド移行に伴う変更箇所の
調査及び新機能や性能の評価検証を実施する必要がある。
クラウド移行を効率的に行うために，ユーザー管理機能
を利用するためのナレッジやテンプレートなどを，ガイ
ドラインとして整備した。ガイドラインは，企画フェーズ，
開発フェーズ，運用フェーズ全体を通じており，クラウド
学習コンテンツ，実システム移行事例，クラウドシステム
標準モデル，システム機能別移行ケースとして整備した
（図４）。

3. 2. 1　クラウド学習コンテンツ

DX人材育成のため，クラウドの基礎知識としてクラウ
ド基礎教育，クラウドサービス資料，技術情報を体系化し
て整備した。最新技術の理解を深めるためにハンズオン学
習も整備し，机上評価だけでは理解できないオンプレミス
との違いを体験できるようにした。また，グループクラウ
ドとして構築したMELGIT－cloudの役割・位置付けをま
とめた。クラウド学習コンテンツはアプリケーション担当
者，インフラ担当者向けに整備した。なお，クラウドの基
礎だけでなく，運用管理等の教育も順次整備していく。

3. 2. 2　システム移行事例

各拠点でのクラウド移行計画作成に当たって参考になる，
実際に実施した業務システムのクラウド移行事例をまとめ
た。システム移行事例には，プロジェクトの概要，移行目
的・方針，移行方式，コスト効果，運用についてテンプ
レート化して述べている。また，成功事例だけでなく失敗
事例（陥りやすいポイント）もまとめていく。

3. 2. 3　クラウドシステム標準モデル 

設計・構築の負荷軽減及び期間短縮を狙って，標準的な
システム構成の構築テンプレートをシステムモデルとして
整備した。また，標準的な運用機能についてもテンプレー
ト化し，運用機能モデルとして整備した。

移行後

オンプレミス

クラウド ク
ラ
ウ
ド

クラウド
共用

共有
標準機能

ユーザー
標準機能

ユーザー
管理機能

アプリ
ケーション

①クラウド
　共通基盤
　の整備

拠点A 拠点B

ユーザー標準機能

共有標準機能

セキュリティ
（権限管理， 監査ログ等）

ネットワーク
（サブネット， 仮想FW等）

共通基盤
（踏み台， プロキシ等）

ネットワーク
（イントラネット接続等）

運用機能
（バックアップ， 監視，
アプリケーションログ等）

クラウド環境を安全に利用するための機
能をあらかじめ実装し， クラウドベン
ダー提供の機能を自由に利用可能にする。

共通的に使用するネットワーク機能やセ
キュリティ要件として必要な共通基盤， 
システム運用の効率向上を目的にした運
用機能を共有の標準機能として整備する。

図３．クラウド共通基盤の整備
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図４．クラウド移行ガイドラインの整備
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3. 2. 4　システム機能別移行ケース 

オンプレミス環境のシステムを機能単位で分解（データ
ベース，Webサービス等）し，クラウド環境で利用できる
機能を洗い出して，システム機能別移行ケース・制約事
項・手順等をまとめた。また，代表的な移行ケースは，実
際に評価・検証を行ってナレッジとしてまとめた。

3. 3　クラウド移行拠点支援プロセスの整備

業務システムのクラウド移行を短期間で実施するため，
クラウド移行拠点支援プロセスを整備した。支援プロセス
は拠点移行計画策定支援，システム移行評価支援，システ
ム移行プロジェクト支援の三つのプロセスからなる（図５）。

3. 3. 1　拠点移行計画策定支援プロセス

拠点としてクラウド移行を計画するに当たって，移行方
針の決定，移行対象システムの選択，投資対効果の検証と
移行スケジュールの策定が必要である。このプロセスを整
備して支援することで効率的なクラウド移行計画の策定を
行う。クラウド移行を計画するための標準プロセスはシス
テム棚卸，移行先検討，移行ロードマップ策定，概算コス
ト算出で構成する。初年度に各拠点の移行計画策定を支援
し，次年度以降各拠点で定期的に見直しを実施する。

3. 3. 2　システム移行評価支援プロセス

オンプレミス上で稼働する業務システムを，クラウドへ
移行する場合のアーキテクチャやコスト等を評価し，目的，
クラウド移行に適したアーキテクチャの選定，費用対効果
やシステムの変化点，制約や課題などを抽出するプロセス
を整備した。このプロセスを使用し，業務システムのクラ
ウド移行評価を支援する。

3. 3. 3　システム移行プロジェクト支援プロセス

クラウド技術の早期活用のために，移行後の運用も考慮
し，設計・構築・テストを支援する標準プロセスとテンプ
レートを整備した。このプロセスを使用し，業務システム
のクラウド移行を支援する。

4．む　す　び

先行実施した業務システムのクラウド移行作業を通して，
クラウド共通基盤，クラウド移行ガイドライン，クラウド
移行拠点支援プロセスを整備した。また，先行システムの
クラウド移行作業では，システム稼働時間の短縮やオート
スケール機能によるリソースの効率的な利用，マネージド
サービスの活用による設計・構築期間短縮を実現した。オ

ンプレミスでのシステムに合わせて機能を作るシス
テム開発とは異なり，クラウドサービス提供の機能
を組み合わせてアーキテクチャを組み立てるクラウ
ド利用の考え方への変換が必要である。
今後は，各拠点に対して，拠点移行計画策定支援，

システム移行評価支援，システム移行プロジェクト
支援を行い，短期間でのクラウド移行とDX人材育成
を推進していく。さらに，拠点のクラウド移行支援
を通して，ナレッジの蓄積を行うとともに，今回作
成した学習コンテンツやナレッジの拡充，拠点移行
計画策定支援，システム移行評価支援，システム移
行プロジェクト支援のプロセス改善，及びクラウド
共通基盤の強化を継続的に行っていく。これらの取
組みによって，業務システムのクラウド移行を推進
することで，クラウドの新しい機能を活用してDXの
加速を実現する。
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クラウド移行を検討する業務
システムを対象にして， アー
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果やシステムの変化点， 制約
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クラウド移行をする業務シス
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する。

③クラウド
　移行拠点支援
　プロセスの整備

PoC ： Proof of Concept

図５．クラウド移行拠点支援プロセスの整備
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ワークフロー基盤による申請・承認フローのペーパーレス化
様々な業務での申請・承認の手続をペーパーレス化するワークフロー基盤MELGIT－WFを構築した。当社グループクラウドMELGIT－cloud

上で動作し，紙による申請・承認フローを不要にする。また，利用者自らがワークフローの項目や経路設定をWebブラウザで設定できるため，
業務への適用が早くできる。
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三菱電機では，働き方改革の一環として業務のペーパー
レス化を推進するため，全社統一の新たなワークフロー基
盤を構築し，展開した。
2020年，新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて，

テレワークの推進や業務効率化の必要性が急速に高まった。
しかし，当社内に数多く残る紙とハンコを前提とした業務
がペーパーレス化を進める阻害要因になっていた。
そこで，従来のワークフロー基盤を刷新し，多種多様な

業務に対して利用者自らがワークフローを設定・導入で
きる新たなワークフロー基盤“MELGIT－WF（Mitsubishi 
ELectric Global IT platform service－WorkFlow）”を構
築し，業務の見直しを進めることにした。
MELGIT－WFに求める要件として，“早期導入できるこ

と”“社内の業務システムと連携できること”を掲げた。こ
れらの要件を実現するため，ワークフロー機能を持つクラ
ウドサービスを利用するのではなく，ワークフローパッ
ケージ製品をパブリッククラウド上の共通システム基盤で
ある当社グループクラウド“MELGIT－cloud”（1）上で構築
する方式を採用した。その結果，３か月間でMELGIT－
WFを構築し，各種業務での運用を開始することができた。
併せて，定着化を図るための取組みや仕組みづくりを実施
し，業務のペーパーレス化を進めた。
また，全社的な業務効率化・ペーパーレス化推進活動プ

ロジェクトを立ち上げて，2023年９月までに当社の関係
会社や取引先を始めとした社外との取引業務についても，
ペーパーレス化を進めていく。

岡　稔久＊
Toshihisa Oka

小瀧義久†
Yoshihisa Kodaki

森原一朗＊
Ichiro Morihara

業務のペーパーレス化を推進する
ワークフロー基盤の構築と展開
Implementation and Deployment of Workflow System Platform to 
Promote Paperless Operations
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1．ま　え　が　き

2020年，新型コロナウイルス感染症が拡大し，同年４
月には日本政府から緊急事態宣言が発出され，密を避ける
テレワークなどの働き方の必要性が急速に高まった。テレ
ワークを推進するに当たって，社内でその阻害要因を調査
した。その結果，業務手続の見直し・簡素化，資料のペー
パーレス化，電子検認や柔軟性の高いワークフロー基盤等
による業務のペーパーレス化の必要性が改善項目として挙
がった。そこで，業務のペーパーレス化を推進するため新
たなワークフロー基盤“MELGIT－WF”を構築した。
本稿では，MELGIT－WF構築での背景・課題，構築の

概要及び利用推進の取組みについて述べるとともに，全社
的な業務効率化・ペーパーレス化推進活動プロジェクトに
ついても述べる。

2．背景・課題

2020年８月に実施した社内調査の結果，半分以上の業
務が紙出力や押印を前提にした業務であることが判明した。
そのうちの大半は従来の紙・ハンコ文化を踏襲しているこ
とが原因で，業務の見直しとペーパーレス化を進める必要
があることが分かった。
ペーパーレス化できていない理由としては，図１に示す

とおり四つの要因があった。その中で，技術・システム的
要因として，以前から利用されているワークフロー基盤も
含まれていた。従来は，社内の各種決裁や伺いなど各業務
をペーパーレス化させる個別のワークフローを作成するに
は専門のIT部門へ開発を依頼する必要があり，それに要
する時間が課題になっていた。また，他の部門が用いてい
るワークフローを容易に流用できないことも課題であった。

3．MELGIT－WFの構築

この章では，MELGIT－WFに対する業務要求と，これ
を実現するためのワークフローパッケージ製品の選定，イ
ンフラの基盤，システム構成について述べる。

3. 1　業　務　要　求

3. 1. 1　迅速かつ効率的なペーパーレス化

新型コロナウイルス感染症は，2020年夏に一旦収束し
たとしても，冬には再度感染が拡大することが想定され，
それまでに様々な申請業務をペーパーレス化することが必
要であった。このために，次の事項を要件として挙げた。
⑴ 利用者自らが業務のワークフローを設定・導入できる
⑵ ワークフロー化の際にサーバ構築が不要である

3. 1. 2　社内の業務システムとの連携

申請業務は，単独で完結しないものも多く，社内の業務
システムとの連携が必要であった。このために，次の事項
を要件として挙げた。
⑴ 申請業務起票のための先行システムとの連携
⑵ 承認結果投入のための後続システムとの連携
⑶ 申請経路設定のための組織情報データベースとの連携

3. 2　システム構築

3. 2. 1　ワークフローパッケージ製品の選定

従来，当社では，自社開発のワークフロー基盤を社内標
準にしてきた。このワークフロー基盤は，利用する事業本
部・製作所・関係会社（以下“拠点”という。）ごとにサーバ
を構築する方式で，その構築に時間を要していた。また，
ワークフロー自体も専門のIT部門が開発する必要があっ
た。これを改善するにはワークフロー基盤の大規模改修が
必要であり，新型コロナウイルス感染症の拡大に迅速に対
応できなかった。そこで，ワークフローパッケージ製品を
活用する方針にした。
製品選定では，迅速で効率的なペーパーレス化のため，
利用者が申請項目と経路をWebブラウザから設定でき，
かつ操作の習熟が容易な製品を選択した（図２）。
なお，選定候補であったワークフローパッケージ製品に

は，ソフトウェアベンダーがSaaS（Software as a Service）
形式での提供を行っているものも存在した。この場合，
サーバ構築の期間を短縮できるが，組織情報データベース
を始めとした社内の業務システムとの連携が難しく，イ
ンフラを自社で構築することにした。そして，これらの
ワークフロー基盤を本社のIT部門が一括運用し，当社グ
ループ内の各拠点には，PaaS（Platform as a Service）形
式でサービス提供することにした。従来のワークフロー
基盤の運用方式との比較を図３に示す。この方式によっ
て，拠点ごとのサーバ構築を廃止し，運用の効率化を実現
した。

文化 ・ 風土的要因

規則 ・ 法的要因

技術 ・ システム的要因

対外的要因（取引先 ・ 法令等）

図１．ペーパーレス化の阻害要因（2020年８月）
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3. 2. 2　インフラ基盤

インフラ基盤には，当社グループクラウド“MELGIT－
cloud”の“イントラ延伸サービス”を採用した。これは，
AWS（注1）（Amazon Web Services）上に構築されたプライ
ベートクラウドである。この中に閉じたネットワークを
構築し，社内ネットワークとVPN（Virtual Private Net-
work）接続することで，AWS上のサーバを社内ネット
ワーク上に配置する方式である。
MELGIT－cloudを用いることで，サーバのスケールア

ウトが容易になり，当社グループ全体への展開を前提にす
ることができた。また，サーバ調達のスピードアップも可
能になり，迅速に構築できた。
（注１） AWSは，Amazon Technologies Inc.の登録商標である。

3. 3　システム構成

MELGIT－WFのシステム構成を
図４に示す。
MELGIT－WFの核になるワーク

フローパッケージ製品をAmazon 
EC2（注2）（Elastic Compute Cloud）
サーバで稼働させ，データベースに
はAmazon RDS（注2）（Relational Da-
tabase Service），ロードバランサに
はAmazon ELB（注2）（Elastic Load 
Balancing），ファイル共有にはAma-
zon EFS（注2）（Elastic File System）
といったAWSで提供されるIaaS
（Infrastructure as a Service）サー
ビスを活用した。
利用者がMELGIT－WFを利用す

る際の認証は，従来のワークフロー
基盤で利用してきた自社開発の認証
システムではなく，当社グローバ
ルIT基盤サービス“MELGIT”の認
証基盤（2）であるAzure（注3） AD（Ac-
tive Directory）を採用した。これ
は，ワークフローパッケージ製品が
Azure ADとの連携機能を備えてお
り，最も迅速に構築でき，かつ当社
グループ全体で運用してきた実績が
あるためである。
（注２） Amazon EC2，Amazon RDS，

Amazon ELB，Amazon EFSは，
Amazon Technologies Inc.の登
録商標である。

（注３） Azureは，Microsoft Corp.の登録
商標である。

3. 4　ワークフローの共有化

各拠点の利用者がワークフローを効率よく作成できるよ
うにするため，他の部門が作成したワークフローをテンプ
レートとして利用できる仕組みを構築した（図５）。
各部門が作成した来客申請や出張者受入れ申請などの

ワークフローをMELGIT－WFからエクスポートし，社内
イントラネット上のポータルサイトにアップロードでき
る。アップロードされたワークフローは他の利用者がテン
プレートとして自由にダウンロードし，自部門のワークフ
ロー作成に活用することが可能になっている。また，ダウ
ンロード数に応じて人気のテンプレートを識別することも
可能である。この仕組みによってテンプレート共有を促進
し，ワークフローの作成を効率化した。

全社××
ワークフロー

××事業本部
ワークフロー

××製作所
ワークフロー

××関係会社
ワークフロー

MELGIT－WF

MELGIT－cloud

ワークフローの設定（項目， 経路）
ワークフローの導入（申請， 承認）

本社IT部門が
ワークフロー基盤を提供

事業本部 ・ 製作所 ・ 関係
会社の各部門の利用者が
ワークフローを設定

当社グループ
関係会社当社

図２．MELGIT－WFのサービス
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#include
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従来のワークフロー基盤 MELGIT－WF

本社
IT部門

拠点
IT部門

本社
IT部門

拠点 拠点

ソフトウェア
ベンダー

サービス提供

当社グループ

当社グループ

ソフトウェア開発

ソフトウェア開発

利用 サーバ運用

サーバ運用

利用

ソフトウェア提供

ソフトウェア提供

図３．MELGIT－WFによる運用の効率化
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4．利用定着化の取組みとペーパーレス化の
推進

4. 1　MELGIT－WF利用定着化の取組み

MELGIT－WFの適用拡大と定着化を図るため，MEL-
GIT－WFの構築と併せて次の取組みを実施した。
⑴ 社内講習会の開催
⑵ 運用ガイダンスの策定
⑶ ナレッジと良好事例の共有
⑷ ワークフロー化を担当する部門の明確化

4. 2　全社のペーパーレス化推進活動

業務効率化とペーパーレス化を推進するために，
全社規模のプロジェクトを立ち上げた。主な取組み
を図６に示す。
⑴ 業務のペーパーレス化の障害になる社内規定

の見直し
⑵ 過去の紙書類を参照するために出社する必要

がないように，参照する可能性がある紙書類の
ペーパーレス化

⑶ 既存の業務を棚卸し，見直し・効率化した業
務のペーパーレス化
これらの主な取組み３点のうち，業務のペーパー

レス化の活動では，本稿で述べたMELGIT－WFと，
社外顧客やサプライチェーンとの取引の際に，押印
やサインを不要にする電子署名やタイムスタンプ等
を活用することにした。

5．む　す　び 

MELGIT－WFを2020年８～10月の３か月間で構築し，
11月から本稼働を開始した。これによって，2021年冬の
新型コロナウイルス感染症拡大の第３波の前に業務のペー
パーレス化を開始できた。今後，2022年３月までに社内
業務を，2023年９月までに当社の関係会社や社外取引先と
の取引業務をペーパーレス化し，業務効率化を進めていく。

参　考　文　献
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図６．業務効率化・ペーパーレス化推進活動

MELGIT－WFポータルサイト

アップロード ダウンロード

エクスポート インポート

MELGIT－WF

テンプレート共有

部門X
ワークフロー

部門Y
ワークフロー

A～C

D～G

A～C

D～G

図５．テンプレートの共有

Azure AD

クラウドサービス活用
によるサーバのスケーラ
ビリティの確保

RDS EC2

ワークフロー
パッケージ製品

EFS

ELB
MELGIT－cloud

AWS
インターネット

IaaSサービス活用による
構築 ・ 運用の迅速化　　

VPN接続による
セキュリティ確保

社内イントラネット

組織情報
システム

社内
他システム

利用者端末
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就業時間管理強化の背景及び新就業時間管理システム刷新での施策
法律の遵守及び多様な働き方を推奨するため，三つの施策に取り組んだ。施策１と施策２によって法律を遵守する仕組みを構築し，施策２，
施策３によって多様な働き方を推奨することを実現した。

法律の遵守 多様な働き方

新就業時間管理システム

やりたいこと三菱電機での働き方改革

働き方改革関連法の施行

多様な働き方を推奨

施策１
時間外労働時間と上限時間超過までの状況の
見える化

施策２
客観的なデータによる就業時間精度向上

施策３
長時間残業の抑制策である長時間残業アラート
機能を構築

①法律を遵守する仕組みを作る

②多様な働き方を推奨する

就業時間管理上，法律を遵守するために
管理を厳格化することと，多様な働き方
を推奨していくことの両立が必須である。
そのため，就業時間管理システムの刷新
を目指した。

三菱電機では，2016年４月から社員が仕事と生活のバ
ランスを取りながら，心身の健康を維持し，いきいきと働
ける職場を実現することを目的とした“働き方改革”を重要な
経営施策に定めて，総労働時間の削減と適正な労働時間管
理の実現に向けて施策を推進している。その中，2019年
４月１日に施行された「働き方改革関連法」では，労働時
間のより厳格な管理が求められるようになった。一方で，
働き方が多様化する昨今，日本政府から東京2020オリン
ピック・パラリンピック期間中の出社自粛要請があり，当
社では在宅勤務を推奨するなど多様な働き方の必要性が高
まっていた。そこで，法律遵守の観点から労働時間の管理
を厳格化することと，多様な働き方を推奨していくことを
両立するため，2018年４月に就業時間管理システム刷新

プロジェクトを発足した。
就業時間管理システムの刷新として，三つの施策に取り

組んだ。一つ目は，法改正によって時間外労働時間の上限
が強化されたため，社員が上限時間を超えないよう時間外
労働時間と上限時間超過までの状況を見える化した。二つ
目は，社員が入力する就業時間の精度を向上させるため，
客観的なデータに基づいて判断できるようにした。三つ目
は，社員に長時間残業の抑制と気付きを与えるため，長時
間残業アラート機能を構築した。
この就業時間管理システムを利用することで，新型コロ

ナウイルス感染症の拡大によって在宅勤務主体の働き方に
なった際にも，法律の遵守と多様な働き方を推奨すること
の両立が実現できるようになった。

伊藤香織＊
Kaori Ito

村田和司＊
Kazushi Murata

適正な労働時間管理に向けた
就業時間管理システム刷新の取組み
Efforts of Attendance Management System Renewal for Proper 
Management of Working Hours
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1．ま　え　が　き

当社では，2016年４月から社員が仕事と生活のバラン
スを取りながら，心身の健康を維持し，いきいきと働ける
職場を実現することを目的とした“働き方改革”を重要な経
営施策に定めて，総労働時間の削減と適正な労働時間管理
の実現に向けて施策を推進している。その中，2019年４月
１日に施行された働き方改革関連法では，従来の労働法に
対して時間外労働の罰則付き上限が新しく規定された。従
来は時間外労働の原則上限時間は月45時間かつ年360時間
で，上限時間の延長を行う36協定を締結すれば，時間外
労働が可能であった。この改正によって，上限時間の延長
に対して，罰則付きの上限として月100時間未満，年720時
間の規制が設定された。また，休日労働を含む時間外労働
時間上限を，連続する２か月から６か月平均で月80時間
以内とする規制も設けられた。さらに，原則で定められて
いる月45時間，変則労働時間制の場合42時間を上回るの
は年間で６回までになった（1）。
一方，東京2020オリンピック・パラリンピックの開催

に伴い，当社では，公共交通機関の混乱や他社カレンダー
の状況も踏まえて，同期間中を在宅勤務奨励期間とし，オ
フィスにいなくても勤務ができる，場所を選ばない多様な
働き方を促進していた。
就業時間管理という観点では，法律遵守の観点から管理

を厳格化することと，多様な働き方を推奨していくことの
両立が必須のため，労働時間の管理徹底を行い，かつ多様
な働き方を推奨することを目的に，就業時間管理システム
を刷新するプロジェクトを2018年４月に発足させた。
本稿では，就業時間管理システム刷新の背景と課題，施

策について述べる。

2．背景と課題

2. 1　働き方改革関連法での上限時間への対応

当社では，以前から36協定での上限時間やそれを超え
た場合の上限時間を設定して管理を行っていた。しかし，
従来の就業時間管理システム（以下“旧システム”という。）
では，社員は過去の時間外労働時間を画面上では確認でき
ず，就業データをファイルに出力して集計しており，時間
と手間がかかっていた。その中，法改正での上限時間が
設けられたため，より厳格な時間外労働時間管理が必要に
なった。特に連続する２か月から６か月平均で時間外労働
時間を月80時間以内とする上限が設けられたため，過去
月の時間外労働時間を含めた就業時間管理をより簡易化す

る仕組みが必要であった。

2. 2　就業時間入力での客観的判断の対応

旧システムでは，ビルの入退館時でのゲート利用時間の
客観的なログデータと連携し，社員はその客観ログを参考
にして就業時間を入力する運用であった。しかし，在宅勤
務を行う場合，ビル入退館の客観ログが取得できないため，
社員が就業時間を入力する際の参考情報がなかった。また，
上長の承認時又は人事部の就業時間管理時に確認できる情
報が主観的な就業データだけになり，客観的な判断ができ
なかった。そこで，客観的な判断ができる仕組みが必要で
あった。

2. 3　長時間残業に対する抑制対応

当社が目指す“働き方改革”の施策である適正な労働時間
管理を実現するため，長時間残業を抑制していた。しかし，
社員が就業時間管理システム画面を開いているときは本人
の残業状況を確認できるが，実際に業務を行っていると長
時間残業であることを意識せずに作業に没頭してしまうこ
とがあった。また，オフィスで勤務する場合は，所定就業
時間の開始や終了時にチャイムが鳴ったり，上長の声かけ
があったり所定就業時間外の勤務に対する気付きがあった
が，在宅勤務の場合，会社で勤務するときと同様の気付き
がなかった。そこで，残業状況の気付きを与える仕組みが
必要であった。

3．システム刷新の施策

当社では，人事業務支援システムとして，社員の人事情
報管理や給与計算を行う人事給与管理システムと，社員の
就業時間管理や休暇管理を行う就業時間管理システムがあ
る（図１）。今回はこのうちの就業時間管理システムを刷新
した。

社員パソコン

就業データを基に
給与計算を行う

人事情報
を連携

入退館ゲート

客観
データ
表示

勤怠入力

収集サーバ

ログ
伝送

ログ
伝送

就業時間管理
システム

人事給与管理
システム

客観的な
データ連携

図１．人事業務支援システムの概念図
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3. 1　時間外労働時間と上限時間超過までの状況の見える化

法改正によって強化された時間外労働時間の上限を超え
ないようにするため，社員の時間外労働時間と上限時間超
過までの残時間の見える化に取り組んだ。

3. 1. 1　残業状況の指標化

１か月，年間，複数月平均（２か月から６か月），そして
36協定での上限時間を超過した年間月数の上限時間を管
理するため，新就業時間管理システム（以下“新システム”
という。）では，管理すべき上限時間の二つと，それに近づ
いたことを警告するための二つ，合計四つの残業しきい値
を定義した（表１）。各しきい値は，働き方改革関連法での
上限時間を第四しきい値，36協定での上限時間を第二し
きい値とし，第四しきい値，第二しきい値の各々に近づい
たことを警告するための時間を第三しきい値，第一しきい
値とした。社員が就業時間を入力すると，システム上で１か
月だけでなく過去を含めた複数月の時間外労働時間を計算
し，動的に画面に表示するようにした。画面では，残業し
きい値の超過度に応じて文字色や背景色を変更し，本人の
現在の時間外労働時間と，上限時間にどれだけ近づいてい
るかを一目で把握できるようにした。また，残業しきい値
を超えた際にはメールを上長，人事部門，本人に送信して
気付かせるようにした。これらによって，社員は上限時間
までの残りの時間が把握でき，その後の就業時間の使い方
について計画できるようになった。

3. 1. 2　新システムへのアクセスしやすさの向上

パソコンで最初にブラウザを起動するとポータル画面を
表示し，本人の時間外労働時間が一目で把握できるように
した（図２）。この画面でも残業しきい値の超過度によって
文字色や背景を変更している。また，新システムへ遷移す
るためのボタンを設けて，ブラウザ起動後，すぐに新シス
テムへアクセスできるようにした。これらによって社員の
日々の就業時間入力の習慣化と本人の残業時間の意識付け
を実現した。

3. 2　客観的なデータによる就業時間の精度向上

客観的なデータを活用して就業時間管理を行うことで就
業時間の精度を向上させる仕組みについて述べる。

3. 2. 1　客観データに基づいた勤怠管理の徹底

旧システムではビル入退館データだけを連携し，社員が
ビル入退館データを参考にして就業時間を入力する運用を
行っていた。また，ビル入退館データと社員の登録時刻に
一定時間の乖離（かいり）がある場合は，システム上で乖離
チェックを行っていた。原則，乖離がないよう就業時間
入力をする必要があるが，やむを得ない理由がある場合は
乖離理由を本人が入力し，その内容を上長と人事部門が
チェックしていた。これに加えて，パソコンのイベントロ
グを新システムに連携させ，就業時間入力画面にその日の
ビル入退館時刻だけではなく，パソコンの起動と停止のロ
グ時刻を並べて表示した。また，パソコンのログ時刻と社
員の入力時刻とでそれぞれ一定時間以上乖離がある場合に
は，エラーメッセージを表示した（図３）。同様に，上長の
画面でも，部下の入力した就業時刻と客観的なデータの時
刻に乖離がある場合は，背景色を変更して一目で判別でき
るようにした。ほかに，半月に一回，乖離がある社員の情
報を取得して，人事部門に通知メールを送ることで，乖離
が多い社員に対してチェックする運用にした。これらに
よって客観的なデータを基にした就業時間管理の運用を実
現した。また，在宅勤務時でも，パソコンログを利用する
ことで客観的なデータに基づいた勤務管理を実現した。

図２．ポータル画面での表示例

上長 人事

客観データとの差異がないかをチェックする。
もし差異がある場合は差異理由を確認

客観データを基
に就業時間入力

パソコン
ログ

社員

退館時刻と終業時刻に
乖離があるため差異理由
を入力する必要がある。

図３．客観データを用いた就業時間管理の流れ

表１．残業しきい値の定義
第一しきい値 第二しきい値 第三しきい値 第四しきい値

定義

第二しきい値
に近づいたこ
とを警告する
ための時間

36協定締結が
必要な原則上
限時間，又は
それよりも少
ない時間

第四しきい値
に近づいたこ
とを警告する
ための時間

働き方改革関
連法での上限
時間，又はそ
れよりも少な
い時間

１か月
（例） 35時間 40時間 60時間 80時間

年間（例）260時間 360時間 620時間 720時間
複数月
平均（例）50時間 40時間 60時間 80時間

年間超過
回数（例）３回 ４回 ５回 ６回
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3. 2. 2　客観的なデータ連携の仕組み

ビル入退館ログは，社員がビルのゲートを通る際に社員
証の情報と入退館時刻のログを取得し，就業時間管理シス
テムの収集サーバへ伝送することで連携を行っている。ま
た，パソコンイベントログは，パソコンのログイン，ログ
オフ，シャットダウンなどのイベントを察知し，ログイン
時のID（IDentification）とイベント名，イベントの発生時
刻等の情報をパソコンログとして取得し，収集サーバへ伝
送する。新システムは，収集サーバに収集された膨大なパ
ソコンログを基に就業入力画面に表示する。

3. 3　長時間残業に対する抑制策

長時間残業への抑制には，先に述べた二つの施策よりも
強力な施策が必要であった。そこで，自動的に社員の残業
状況を把握してパソコン上にメッセージを表示し，本人に
気付かせる仕組みを実現した。

3. 3. 1　社員に長時間残業を気付かせる仕組み

長時間残業に対する抑制策として長時間残業アラート機
能を構築した。これは長時間残業をしている社員が所定就
業時間外で就業している場合，社員の残業時間に応じた
メッセージをパソコン上に定期的に表示し，所定就業時間
外での就業であることや，その社員の残業状況を知らせる
仕組みである（表２）。また，働き方改革関連法での上限時
間を超えそうな社員に対しては，これ以上残業をすると自
動でシャットダウンするアラートメッセージを表示し，そ
の後も残業をしている場合はパソコンを自動でシャットダ
ウンする。これによって，オフィスでの勤務でも在宅勤務
でも，長時間残業を行っていることを気付かせ，抑制する
ことが可能になった。

3. 3. 2　長時間残業アラート機能

長時間残業アラート機能は，新システムで管理している
社員の時間外就業時間と残業しきい値の超過情報を日に一
回連携させる。また，社員のパソコンにクライアントアプ
リをインストールし，クライアントアプリと長時間残業ア

ラート機能とで一定時間の頻度でデータ連携をする。所定
就業時間を過ぎたら長時間残業を行っている社員に対して
クライアントアプリが残業しきい値の超過度に応じたメッ
セージを出す仕組みである（図４）。

4．む　す　び

新就業時間管理システムを利用することで，新型コロナ
ウイルス感染症の拡大によって，在宅勤務主流主体の働き
方になった際にも，法律の遵守と多様な働き方を推奨する
ことの両立が実現でき，円滑に就業時間管理が行われた。
今後，当社グループとして統一した就業時間管理を実現す
るために，関係会社に対しても，この就業時間管理の仕組
みを展開していく。

参　考　文　献

⑴ 厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署：時間外労働の
上限規制 わかりやすい解説 （2019）

 https://www.mhlw.go.jp/hatarakikata/pdf/000463185.pdf
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入力

就業時間管理
システム

長時間残業
アラート機能

残業状況に
応じたアラーム

パソコン
クライアント
アプリケーション

在宅勤務のため
長時間残業者に直接
残業抑制ができない

自宅

上長 人事

時間外就業時間と
残業しきい値超過
情報を連携

図４．長時間残業アラート機能の概念図

表２．長時間残業アラート機能の動作
時間外労働時間 長時間残業アラート機能の動作 メッセージ例
残業しきい値１超過 所定就業時間後，定期的にメッセージを表示する。 “効率よく仕事を進めて，早めに帰ることを心がけましょう。”
残業しきい値２超過 所定就業時間後，定期的にメッセージを表示する。 “残業時間が増加しています。早めに帰ることを心がけましょう。”
残業しきい値３超過 所定就業時間後，定期的にメッセージを表示する。 “残業上限に近づいています。超過するとパソコンが自動停止します。”

残業しきい値４超過

所定就業時間の終業時刻30分前にパソコンを自動停止するア
ラートメッセージを表示する。所定就業時間後，５分間のカ
ウントダウンを開始し，カウントが尽きるとパソコンを自動
でシャットダウンする。

“残業上限を超えています。所定就業時間を超えるとパソコンは自動的に
停止します。”
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“MELGIT－CRM”導入による営業業務の革新
これまで，Excelやメールなど個別のツールでIT化されていた営業活動の管理をMELGIT－CRMに集約した。週報などの報告資料や会議等で
その都度作成した資料を，MELGIT－CRMを参照することで不要にした。メールや電話で人が個々に行っていた顧客情報や案件情報の部門間共
有も，MELGIT－CRMを参照することによって，総合的に手間なくリアルタイムに共有できるようにした。

（注１）　Excel，Outlookは，Microsoft Corp.の登録商標である。

標準化・効率化された営業活動従来の営業活動

・活動結果
・ToDo等

商談情報・日報・商談フォローなど会議資料
がバラバラ。必要になるたび資料作成

各種会議

A部門

Excel（注1）等 Outlook（注1） 個別システム

・商談情報等

顧客

・スケジュール
　等

・活動結果
・ToDo等 ・商談情報等

顧客

・スケジュール
　等

B部門

代理店 代理店

Excel
等 Outlook 個別

システム

C部門

Excel
等 Outlook 個別

システム

D部門

Excel
等 Outlook 個別

システム

電話やメールによる顧客情報
や商談情報の断片的な共有

B部門

代理店

D部門

CRMを
通じた　
コミュニ
ケーション

A部門

MELGIT－CRM
顧客情報・商談情報・活動情報

C部門

MELGIT－CRM
を介した顧客
情報や商談情報
を総合的に共有

営業業務革新のため，三菱電機グループ内の顧客対応標
準基盤を構築した。
これまで，当社グループは各事業部門で技術の深掘りを

行いながら事業部門間のシナジーを模索してきた。しかし，
昨今の技術の進化や社会の変化に追随するためには，更に
事業部門間の連携を増やし，新たな事業の創出や顧客の開
拓が必須である。
そこで，基幹系システムでの業務変革の一つとして，営

業活動を対象とする当社グループ内の顧客対応標準基盤
“MELGIT－CRM（Mitsubishi ELectric Global IT plat-
form service－Customer Relationship Management）”を
構築した。

MELGIT－CRMがもたらす効果は次の３点である。
⑴ 従来，活動結果やスケジュール，商談情報が個別に管
理され，その都度資料を作成して会議で共有していた営
業業務を，標準化したCRMで集積・管理し，その情報
を活用してコミュニケーションすることによって業務を
標準化・効率化する。

⑵ 従来，電話やメールで断片的に共有していた顧客や商
談情報をCRMを介して総合的に共有する。

⑶ グループ内CRMを共通基盤化することによって開
発・運用・保守プロセスを効率化する。

上野剛史＊

Takefumi Ueno

村上叔恵＊

Yoshie Murakami

滝澤康太＊

Kota Takizawa
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1．ま　え　が　き

当社グループは，“制御やパワーエレクトロニクスなど広
範にわたる技術資産”“事業特性の異なる複数の事業群によ
る事業活動の展開”，及びこれらを支える“生産・品質管
理・販売・サービス等の全ての現場に定着した改善文化”
を強みとしている。そして，これに基づいた技術シナジー
と事業シナジーを最大限に発揮することによって，課題解
決に向けた価値創出に取り組むことを成長戦略の核に据え
ている。これに加えてコロナ禍の下，非対面での顧客接点
の構築や維持など柔軟な働き方にも対応が必要になっている。
本稿では，事業シナジーの発揮やコロナ禍での柔軟な

働き方の実現を支援する顧客対応標準基盤であるMEL-
GIT－CRMについて，構築の背景・課題やその解決法につ
いて述べる。

2．背景・課題

これまで，当社グループでは部門ごとに営業の業務プロ
セスが異なっており，営業情報も部門ごとに管理していた。
また，システムも部門ごとに構築し，部分最適を進めてき
た。その結果，次のような課題が生じていた。
⑴ 事業ごとに異なる営業プロセスの標準化と効率化
⑵ 事業ごとに分断された顧客や案件などの営業情報の集約
⑶ システム開発・運用の統合による効率化
さらに，顧客ニーズの多様化，働き方改革，グローバル

化，コンプライアンスリスクへの対応などの環境変化への
対応が必要になってきた。
そこで，営業業務を対象にしてこれらの課題を解決する

ために顧客対応標準基盤を構築することにした。

3．MELGIT－CRMの構築

この章では２章で挙げた三つの課題を解決するために構
築した顧客対応標準基盤であるMELGIT－CRMのアーキ
テクチャを示すとともに，課題を解決するために実施した
営業プロセスの類型化・標準化，事業間での営業情報の共
有，開発・運用・保守プロセスの効率化について述べる。

3. 1　MELGIT－CRMのアーキテクチャ

当社グループでは，重電システム，産業メカトロニクス，
情報通信システム，電子デバイス，家庭電器など様々な製
品を製造している。その販売も当社が直接販売するものや，
代理店を通じて間接販売するものなどがあり，商習慣も多
様である。これらの多彩なビジネスを一つの営業スタイル

に統一することは困難であるため，事業を幾つかのタイプ
に分けた上で，当社グループ共通要件，事業タイプ別共
通要件，事業ごとに異なる要件の３層に分けて標準SaaS
（Software as a Service）サービス上に顧客対応標準基盤
を構築することにした（図１）。
当社グループ共通要件は全社共通システムのインタ

フェースや，規則やセキュリティへの対応などの共通機能
など，事業タイプ別共通要件は業務フローや顧客との関係
構築方法など，事業ごとに異なる要件は事業固有のインタ
フェースなどを定義した。ここで，事業タイプ別共通要件
については，事業ごとに共通要件を見いだして分類する必
要があった。

3. 2　営業プロセスの類型化・標準化

事業タイプ別共通要件を見い出すため，営業プロセスの
類型化・標準化を行うことにした。MELGIT－CRMでは，
顧客情報，商談情報，活動情報の三つの情報を集約・管理
する。このうち，顧客情報・活動情報については事業ごと
の差異が小さいため，商談情報の扱いを中心に各事業の営
業業務を分析した。類型化に当たっては，図２のように個
産・中量産・量産の生産形態と，間接販売・直接販売の販
売形態でマトリックスを作成し，各事業をマッピングした。
その結果，販売形態ではなく，生産形態によって営業プロ
セスが似ていることが分かった。そこで個産・中量産・量
産の三つのパターンで類型化し，事業タイプ別の共通機能
である“リファレンスモデル”を提供することにした。

当社グループ共通要件

・顧客との関係構築方法
・業務フロー
・商談進捗状況管理方法

・商慣行対応
・事業固有システムとのインタフェース

・規則・セキュリティへの対応共通機能
・顧客・案件・ユーザーのデータベース
・全社共通システムとのインタフェース

事業ごとに異なる要件

事業タイプ別共通要件

図１．MELGIT－CRMのアーキテクチャ

ビル交通

公共

IT宇宙

電力

直接販売系
販売形態

自動車
機器

FA

通信

家電 パワー
デバイス

間接販売系

生産形態

・個産
顧客の要求に対して，
一品単位で個別の受注
生産を行う

・中量産
顧客からの要求に合わ
せて設計を行い，一定
量の受注生産を行う

・量産
エンドユーザーからの
需要見込みを予測し，
商品を量産する

空調
冷熱

図２．営業プロセスの類型化（案件情報）
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リファレンスモデルは，事業タイプごとの営業プロセス
標準化を目的としている。そのプロセスは営業業務を“ス
テージ”に分けて，ステージごとに完了条件を設定するこ
とで商談を定量的に進捗管理できるよう，ステージ管理と
業務プロセスフローを定義した。表１に個産の場合の営業
活動のステージ管理例を，図３に営業業務のプロセスフ
ロー例を示す。
例えば“概算見積り・仕様提案”ステージでは，顧客を訪

問し，商談を重ねた上で提案書と概算見積りを提示するこ
とによってステージ完了と判断する。上長は商談一覧の中
から同じステージに長期間とどまっている商談をピック
アップし，部下への指導を行う目安にできる。

3. 3　事業間での営業情報の共有

3. 3. 1　事業間営業情報共有のハブ

MELGIT－CRMは部門間の営業情報共有を目的として
いる。構想を開始した際，既にCRMを独自に導入してい
る部門が存在したが，これらは相互で情報共有する仕組み
がなかった。このため，MELGIT－CRMではMELGIT－
CRMに関係ない独自のCRM間でも相互に営業情報を共
有できるよう，MELGIT－CRMを情報共有のハブとして
位置付けた（図４）。MELGIT－CRM内に他のSaaS製品の
API（Application Programming Interface）にも対応して
連携できる仕組みを用意した。

3. 3. 2　営業情報の開示範囲

MELGIT－CRMは顧客情報，商談情報，活動情報を共
有することを目的としている。しかし，全ての情報を全て
の利用者が自由に閲覧・更新できるのではなく，次のよう
な要件を満たすようにデータセキュリティ権限を設計した。
⑴ 顧客情報については，システム管理者だけが作成可能
である。更新・閲覧は原則として全利用者が可能である。

⑵ 商談情報は，原則全利用者が閲覧可能である。ただし，
更新は該当商談情報を登録した部門の利用者だけが可能
である。

⑶ 代理店が登録した商談情報は，他の代理店には競合情
報になるため開示不可である。

⑷ 顧客との守秘義務契約等がある機微な顧客情報や商談
情報については，登録した部門が開示範囲を指定可能で
ある。

⑸ データの削除はシステム管理者だけが可能である。
表２にメーカー会社のデータセキュリティ権限例を示す。

顧客情報や商談情報は全ての利用者が閲覧し，事業シナ
ジーを発揮できるよう設計した。担当者の日々の活動記録

訪
問
計
画
作
成

訪
問

訪
問
計
画
作
成

訪
問

顧
客
の
予
算
化
支
援

概
算
見
積
り
依
頼
受
領

訪
問
計
画
作
成

仕
様
調
整

応
札

訪
問

提
案
書
作
成

訪
問
計
画
作
成

最
終
提
案
作
成

条
件
交
渉

タ
ー
ゲ
ッ
ト

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
選
定

最終提案引き合い関係構築 情報収集

営
業
計
画
作
成

訪
問

タ
ー
ゲ
ッ
ト
顧
客
選
定

提
案（
概
算
見
積
り
）

概算見積り・仕様提案 応札

受
注

契
約
書
提
示

契約・受注

最
終
提
案
書
提
出

契
約
手
続

図３．営業業務のプロセスフロー例（個産）

表１．営業業務のステージ管理例（個産）
ステージ 概要 完了条件例

関係構築 ターゲット顧客選定 顧客の基本情報把握
情報収集 ターゲットプロジェクト選定 顧客ニーズ・課題把握
引き合い 顧客の予算化支援 概算見積り依頼受領
概算見積り・
仕様提案 概算見積りと仕様調整実施 提案書・概算見積り提示

最終提案 条件交渉して最終提案実施 最終提案書・見積り提示
応札 応札 応札
契約・受注 契約締結 契約締結・注文書受領

Ａ部門

Ｂ部門

… …

Ｘ部門

Ｙ部門

MELGIT－CRM 既に独自CRMを
導入していた部門

従来は連携なし

Ｃ
Ｒ
Ｍ
間
連
携
機
能

図４．MELGIT－CRMをハブとした情報共有

表２．メーカー会社のデータセキュリティ権限例
更新 閲覧

顧客情報 全利用者が更新可能 全利用者が閲覧可能
商談情報 登録した部門の利用者だけが更新可能 全利用者が閲覧可能

活動情報 登録した部門の利用者だけが更新可能 登録した部門の利用者
だけが閲覧可能
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については，他部門には開示せず部下からの相談や上長か
らの指示なども登録しやすいよう配慮した。表中には示し
ていないが，データの誤削除を防ぐため，削除はシステム
管理者だけが可能である。
表３に，代理店のデータセキュリティ権限例を示す。競

合になる代理店の情報は見えないようにする一方，メー
カーから紹介された案件については閲覧や更新を可能にした。

3. 4　開発・運用・保守プロセスの効率化

3. 4. 1　開発・運用・保守体制の共通化

これまでは部門ごとに開発・運用・保守をする体制を
持ち，部門独自の要求に小回りが利く対応をしていた。
MELGIT－CRMでは全体最適を図り，同一業務を集約す
るという考えの下，全社IT部門に開発・運用・保守を行
う組織“CoE（Center of Excellence）”を立ち上げて，ノウ
ハウの蓄積や要員の共通化による効率化を図った。また，
CoEが複数の部門の業務分析を行うことによって，営業プ
ロセスの標準化にも寄与している。

3. 4. 2　開発・運用・保守の品質向上

品質を確保したCRMシステムを効率よく短納期で導
入するため，CRMを開発する上で必要なドキュメントや
ツールを整備した（図５）。具体的にはCoEの役割・機能・
ルールをまとめた共通CoE定義書，システム導入・運用
をまとめたガイドラインや手順書，テンプレート，CoEで
先行実施してノウハウを蓄積した案件ステージやインスタ
ンス方針等をまとめたプラクティス集である。

開発・運用・保守フェーズを担当するベンダーにも，こ
れらのドキュメントを遵守，ツールを活用してもらうこと
によって作業品質の向上と効率化を実現した。

3. 4. 3　保守を容易にする実装方法

標準SaaSサービスは多数のカスタマイズを個別開発す
ることによって，使い勝手を向上させることができる。一
方で，年に数回発生する標準SaaSサービスのバージョン
アップの際には，その都度動作確認や改修を行う必要があ
る。そこで，MELGIT－CRMでは，この動作確認や改修
を最小限に抑えるため，図６に示すように現業務をそのま
まCRMに実装するのではなく，SaaSサービスの標準機能
を最大限活用するとともに，既存のサードベンダー提供ア
プリケーションを活用し，可能な限り個別開発を行わずに
実装する。

4．今後の計画

今回，営業業務の領域を対象にして顧客対応標準基盤を
構築したが，続いて，マーケティング業務の領域と，アフ
ターセールス業務の領域の顧客対応標準基盤を構築し，全
ての顧客接点をカバーする計画である。
また，事業ごとの視点でCRMを構築したが，今後は支

社や海外販売会社など地域ごとの視点でも情報活用ができ
るよう改善を図る計画である。

5．む　す　び

MELGIT－CRMの導入によって，営業プロセスの類型
化，事業間での営業情報共有の容易化及び開発運用プロセ
スの改善を実現できた。これによって，当社グループ各社
が“事業シナジー”を発揮する基盤を整えることができた。
また，コロナ禍の下，担当者は日々の活動をCRMに登

録し，上長はその進捗や活動記録を見て部下に指示やアド
バイスができるようになるなど，非対面での職場内でのコ
ミュニケーション改善など柔軟な働き方にも対応する基盤
を構築できた。

表３．代理店のデータセキュリティ権限例
更新 閲覧

顧客情報 自社が登録した情報とメー
カーから紹介された案件だけ
を更新可能

自社が登録した情報とメー
カーから紹介された案件だけ
を閲覧可能商談情報

活動情報 登録した会社の利用者だけが
更新可能

登録した会社の利用者だけが
閲覧可能

概要 主なドキュメント・ツール

CoEの役割・機能・
ルール等の定義

システム導入・運用
に当たって遵守すべ
きガイドライン・手
順・テンプレート

CRM導入の品質向
上・効率化に寄与
するプラクティス集

共通CoE
定義書

開発／運用
標準

ガイドライン
・手順書

成果物
テンプレート役割分担表

案件
ステージ

オブジェクト
モデル

インスタンス
方針

PoC環境

…

…

…

…

ドキュメント ツール PoC：Proof of Concept

構成

共通化・標準化
関連

ベスト
プラクティス
関連

全体規定・ルール

図５．MELGIT－CRM導入の全体規定・ルール

一般的なCRM

SaaSサービス
標準機能

個別開発

MELGIT－CRM

個別開発

SaaSサービス
標準機能

サードベンダー提供
アプリケーション

SaaSサービスバージョン
アップの際に当社が動作
確認や改修を行う範囲　　

SaaSサービスベンダーや
サードベンダーが動作確認
や改修を行う範囲

図６．MELGIT－CRMカスタマイズ方針
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“エコちゃんの“環境ですよ。””は，“環境”という，一見，
堅苦しく専門的な分野に対して，多くの方に興味・関心を
持っていただくために，“１分で分かる”ことをコンセプト
に掲げて，分かりやすさと親しみやすさに重点を置いたサ
イト作りをしています。構成は，環境に貢献する製品や
取組みについて紹介する“個別ページ”と，それらの入り口
をまとめた“扉ページ”による２階層になっており，どちら
も，他の環境の情報サイトとは趣が異なる，ほのぼのとし
た自然のイラストに癒されるトーンのサイトになっていま
す。“個別ページ”では，“博士”と“エコちゃん”の掛け合い
（会話）によって，題材を分かりやすく紹介した後，ニュー
スリリースや三菱電機技報などの参考情報を引用して，最後
に製品の関係者の顔写真とともにコメントを掲載しています。
これまでに，七つの製品による環境貢献について紹介す

るページをアップしていますが（2021年４月現在），今後
は事務所や製作現場での取組みについても同様の構成で広

環境に貢献する製品・技術を分かりやすくご紹介します

エコちゃんの“環境ですよ。”

三菱電機　エコちゃん 検索詳しくはWEBサイトでご覧いただけます。

緑あふれる豊かな社会を作るため，三菱電機グループは
様々な製品・技術での環境への貢献を追求しています。
このサイトは，たくさんの方に“環境”への興味を持って
いただき，当社グループの“環境への取組み”を知っていた
だくことを目的としています。
https://www.mitsubishielectric.co.jp/me/eco_changes/it_is_the_
env/

コンテンツ紹介

く紹介して，多くの方に長く親しまれるサイトにしていく
ことを目指しています。

“博士”と
“エコちゃん”
の掛け合い

製品概要

製品名

博士 エコちゃん

“個別ページ”の構成（一部）
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